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 当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、第１［企業の概況］から第３［設備の状況］まで、提

出会社の状況について記載しております。 

  

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

  

第一部 【企業情報】

回次 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月

(1) 提出会社の経営指標等

売上高 (千円) 3,336,958 3,565,502 1,190,121 4,499,416 3,956,210 3,315,180

経常利益又は 
経常損失(△)

(千円) △192,461 154,362 △261,856 193,833 75,321 85,127

当期純利益又は 
当期純損失(△)

(千円) △116,754 79,149 △157,408 59,395 39,161 △1,340,230

持分法を適用した 
場合の投資利益 
又は投資損失(△)

(千円) △22,730 △21,258 △71,278 20,322 9,093 29,833

資本金 (千円) 682,150 682,544 682,544 941,148 944,892 946,100

発行済株式総数 (株) 6,306 6,310 6,310 17,435 35,020 35,069

純資産額 (千円) 2,443,150 2,382,887 2,113,181 2,799,644 2,834,584 1,391,871

総資産額 (千円) 4,130,591 5,557,285 5,115,678 4,480,117 4,246,450 4,359,368

１株当たり純資産額 (円) 388,560.25 379,549.42 340,111.53 160,577.02 80,944.66 40,336.29

１株当たり配当額 (円) 3,500.00 5,000.00 2,000.00 2,500.00 1,250.00 ―
(内１株当たり 
中間配当額)

(円) (―) (―) (―) (―) (―) (―)

１株当たり当期純 
利益又は１株当たり 
当期純損失(△)

(円) △18,545.34 12,596.86 △25,145.00 3,915.13 1,120.90 △38,787.68

潜在株式調整後１株 
当たり当期純利益

(円) ― 12,543.43 ― 3,868.68 1,111.00 ―

自己資本比率 (％) 59.1 42.9 41.3 62.5 66.8 31.9

自己資本利益率 (％) △2.8 3.3 △7.4 2.1 1.4 △63.4

株価収益率 (倍) ― 15.4 ― 57.2 156.1 ─

配当性向 (％) ― 39.7 ― 63.9 111.5 ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △38,217 △509,614 △42,259 20,110 △302,790 △321,829

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 340,648 △2,208 △375,586 10,333 27,262 △29,581

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △302,981 1,193,524 28,624 168,975 △135,041 910,903

現金及び現金同等物 
の期末残高

(千円) 565,840 1,247,166 846,740 1,046,159 635,660 1,196,358

従業員数 
(ほか、平均臨時 
雇用者数)

(名)
67
(9)

62
(8)

59
(―)

55
(―)

60
(―)

57
(―)



(注) １ 当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度における主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。 

２ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

３ 平成15年６月20日開催の第19期定時株主総会決議により、決算期を３月31日から９月30日に変更しておりま

す。したがって、第20期は平成15年４月１日から９月30日の６ヶ月となっております。 

４ 第18期、第20期及び第23期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しますが、

当期純損失となるため記載しておりません。 

５ 第18期、第20期及び第23期の株価収益率については、当期純損失となるため記載しておりません。 

６ 第20期、第21期、第22期及び第23期の平均臨時雇用者数については、当該臨時雇用者数が従業員数の10％未

満であるため、記載を省略しております。 

７ 第18期において平成13年５月21日付で、株式１株につき1.5株の株式分割を行っております。 

なお、第18期の１株当たり当期純損失は期首に分割が行われたものとして計算しております。 

８ 第21期において平成16年７月20日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

    ９ 第22期において平成17年７月20日付で、株式１株につき２株の株式分割を行っております。 

10 第19期から「１株当たり当期純利益に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号)及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準委員会 平成14年

９月25日 企業会計基準適用指針第４号)を適用しております。 

  



２ 【沿革】 

昭和59年４月 画像処理装置と電子計測機器の輸入販売を目的として株式会社 イメージ アンド メ

ジャーメント を設立(資本金５百万円)

昭和59年５月 米国製アナログ式フイルムレコーダ及び米国製画像処理装置の取扱開始

昭和59年６月 米国製磁気関係測定機器の取扱開始

昭和62年３月 本社を東京都新宿区西新宿七丁目18番10号に移転

昭和62年５月 デジタル式フイルムレコーダの取扱開始

昭和62年12月 スライドスキャナーの取扱開始

昭和63年３月 スライド作成用デジタル式フイルムレコーダ及びリモートセンシング用ドラム式レ

ーザフイルムレコーダの取扱開始

平成元年５月 リモートセンシング用ロール式フイルムレコーダの取扱開始

平成３年５月 地球観測衛星画像処理システムの取扱開始

平成４年８月 アニメーション用３次元ソリッドモデリング用CGソフトウエアの取扱開始

平成５年１月 医療画像処理用ハードウエアとソフトウエアの取扱開始

平成５年11月 ノンリニア・デジタルビデオ編集装置及びビデオエフェクト用ソフトウエアの取扱

開始

平成６年２月 各種ビデオ信号取込ボードの取扱開始

平成６年３月 本社を東京都新宿区西新宿七丁目22番35号に移転

平成８年11月 米国ボストン近郊に米国現地事務所を開設

平成９年９月 加国Macdonald Dettwiler社の地球観測衛星受信システム取扱開始

平成９年９月 大阪市淀川区に大阪営業所を開設

平成11年３月 １ｍ分解能の衛星画像受信権取引の営業開始

平成11年４月 大阪営業所を大阪市中央区に移転

平成12年７月 株式会社 イメージ ワンに社名変更

平成12年８月 本社を東京都新宿区西新宿二丁目７番１号第一生命ビル12階に移転

平成12年９月 大阪証券取引所(ナスダック・ジャパン市場)に株式上場

平成13年２月 衛星画像を活用した地盤沈下・地滑り観測情報の販売開始

平成13年３月 地域医療機関連携支援のための医療画像情報システムの販売開始

平成13年４月 加国レーダーサット衛星画像の独占販売権獲得

平成13年９月 米国現地事務所を閉鎖

平成14年３月 仏国Spot衛星画像の独占販売権獲得

平成14年７月 衛星画像の実利用に関し、ヨーロッパ宇宙庁と共同開発

平成14年10月 東北大学医学部付属病院と共同で遠隔診断支援サービスを開始

平成14年11月 名古屋市中区に名古屋営業所を開設

平成14年12月 仏国のSpot Image社と合弁会社、東京スポットイマージュ株式会社を設立

平成15年６月 米国SeaSpace社の気象・環境観測衛星受信システム取扱開始

平成16年３月 伊藤忠商事株式会社と資本・業務提携

平成16年６月 米国Analytical Graphics社の衛星軌道運行シュミレーションソフトＳＴＫの独占販

売権獲得

平成16年６月 米国Paragon Imaging社の衛星画像解析ソフトGlobal Image Viewerの代理店権獲得

平成16年８月 加国ITRES社の航空機搭載ハイパースペクトルセンサCASIの代理店権獲得

平成16年10月 加国の次世代レーダー衛星RADARSAT２号画像データの独占販売権獲得

平成17年３月 米国PIXON社の開発した先端の画像処理技術の国内における独占販売権獲得

平成17年４月 イタリアLiSALAB社の地上設置型リニア合成開口レーダ（Lisa）の国内総代理店権を

獲得し、地滑り・岩盤変動の計測サービスを開始



 
  

平成17年６月 仏国Spot Image社より台湾地球観測衛星FORMOSAT２号画像データの国内独占販売権

獲得

平成17年８月 イスラエルのNICE Systems社と同社の物的セキュリティシステム「ナイスビジョ

ン」の国内販売代理店契約を締結。国内の対テロ需要増大に対応し、画像処理技術

を活用した「セキュリティ事業」に参入

平成17年11月 英国Siemens Molecular Imaging社の医療用画像重ね合わせソフトウェアFusion 7D

の輸入販売代理店契約締結

平成18年５月 仏国Spot衛星画像の独占販売権契約を延長



３ 【事業の内容】 

■ 会社の概要 

 当社は、デジタル画像処理技術を活用することにより、お客様に“Visual Solution：目で見て理

解のお手伝い”を提供し、「人の健康と国の安全を守り、その社会コスト削減に貢献する」ことを

ミッションとしております。 

 すなわち、医療画像事業においては、医療画像情報システムを提供することにより、医療機関の

医療ITインフラ整備の一端を担い、“１患者１カルテ”の実現とそれによる医療機関の医療サービ

スの向上と人の健康増進に寄与してまいります。 

 一方、衛星画像事業においては衛星画像の実利用普及を通じてわが国の安全と環境、防災、農

業、地図等の分野で社会コスト削減に寄与してまいります。 

  

当社の強みである 

① 内外の有力企業、公的機関及び大学との強いアライアンス 

② 国内の有力医療機関との太いチャネル 

③ デジタル画像処理技術力及びデジタル画像を付加価値情報に加工する技術力 

④ 状況に応じて素早く対応する経営の機動力を生かしてこれらのミッションを達成していきま

す。 

  

■ 各事業の内容 

医療画像事業 

 医療界では、病院内で画像診断システム、電子カルテシステム、放射線情報管理システム等を統

合して一元管理したり、それらを発展させた遠隔医療等の医療施設間ネットワーク化に関心が高ま

っています。 

 当事業ではこのような市場のニーズを先取りした先進のPACS(医療画像保管システム)をコアとし

た院内医療画像情報のネットワーク化と電子保管のためのシステムや医療機関、患者向けの電子カ

ルテCD－ROM制作システムを提供しています。 

  

衛星画像事業 

 インテリジェンス、環境、農業、地図等の分野で、従来からの人手や航空機に比べ、地球観測衛

星画像による情報入手は情報入手期間の短さ、繰り返し同一場所の情報が得られること、そして低

コスト等の特徴を有しているために、わが国でも衛星画像の有用性が認識されてきました。 

 当社は加国や仏国の衛星：Radarsat，Spot衛星が地球表面を撮影して得られた衛星画像をわが国

で独占的に販売する権利を有し、衛星画像データ受信権の販売や地上受信局システムのインテグレ

ーション、設置、衛星画像の判読トレーニング・サービス、さらに衛星画像から抽出した情報を販

売しています。 

(主な関係会社) 東京スポットイマージュ株式会社 

  



セキュリティ・ソリューション事業 

ａ．イメージセンシング商品 

 監視カメラと人工知能型画像解析技術を組み合わせた、世界最先端セキュリティソリューション

を提供しています。世界各国の空港・鉄道・警察・カジノ・公的機関などで広く採用されている信

頼性の高い監視支援システムであり、最高レベルのセキュリティが必要とされているお客様に最適

です。 

 また、天文・インテリジェンス等の分野で利用される画像データの画質改善ソリューションも提

供しています。悪条件下で取得されたデータからも鮮明な画像抽出が可能となるため、ごく小物の

観察や、重要情報の入手など様々な局面で活用が期待できます。 

  

ｂ．防雷機器及びその他の商品 

 IEC国際標準規格に適合したドイツ製の高性能避雷器及びフランス製避雷針販売及び日本製節電装

置の販売。 

 経済社会のIT化が進行する中で落雷によるITシステムの被害拡大が懸念されるようになり、わが

国でも欧州の先端防雷機器に対するニーズが高まりつつあります。また、節電装置は余剰電力の節

減、電圧・電流のバランス化による電力ロスの削減等のために使用されます。 

  

（注）事業区分について 

 当期に事業構成の見直しを行い、前期にイメージセンシング事業及びその他事業に区分していた

２つの事業をセキュリティ・ソリューション事業として統合しました。 

  



■ 商品の特徴 

  
事業分野 商品名 用途 特徴

医療画像事業

POP―Net Webサーバー 

（Web画像参照サーバ

ーシステム）
CT、MRI、PETなどの医療画像診

断装置から得られる画像データ

を保管し、診療室や遠く離れた

病院に設置されたパソコンの画

面に配信・表示するシステム

（PACS)

保存されているDICOM画像データを

画像ビューワと一緒にウェブ・クラ

イアントに配信し、Webブラウザを

使って外来・病棟などの端末で参照

できるサーバーシステム。オーダリ

ングや電子カルテと連携させたWeb

画像参照、病院連携や病診連携によ

る情報交換をWebブラウザ上で行え

る。

POP―Net Server 

（医療画像保管・配

信・表示システム

最新のDICOM規格に準拠し、経済的

なデータ保存、検査業務の高速検

索、マルチサーバ連携機能を有す

る。

POP―Net Essential 

（高性能DICOMビュー

ワ）

高性能で優れた操作性の通信・画像

表示機能に加え、CD-ROMなどの外部

保存メディアへのDICOMDIRに準拠し

た高機能表示システム。

遠隔診断支援サービス

医療機関で撮影したCTなどの画

像を外部の放射線科医がブロー

ドバンド経由で読影するための

インフラを提供するサービス

・「顔の見える」読影専門医システ

ム 

・リアルタイムコンサルティング 

・VPNでセキュリティを確保

Fusion７D 

(医療画像重ね合せソ

フトウェア）

PET画像とCT画像を３次元空間位

置合せを行うソフト

・自動非線形フュージョン 

・SUVベースのボリューム計測 

・フュージョン画像のDICOM出力

健康診断支援システ

ム・CD-ROM カ ル テ

Manaty

健康診断や人間ドックの結果を

画像情報を含めて自動的にCD-

ROMに記録し、受信者に提供する

システム

オリジナルソフトも書込可能な汎用

性の高いCD-ROMを自動運転で作成。



事業分野 商品名 用途 特徴

衛星画像事業

衛星画像受信権及び衛

星画像 

・SPOT 

・RADARSAT 

・OrbView

インテリジェンス、土地利用、精

密農業、環境、地図 

 

１ｍ～10ｍの地上解像度を有する衛

星画像。 

光学センサー及びレーダーセンサー

による画像取得。 

毎日、同一地点の撮影が可能。

地上受信局システム

地球観測衛星、気象・環境観測衛

星からのデータを受信、処理し衛

星画像として配信、保存するシス

テム

地球観測衛星受信システム納入では

世界の80％のシェアを有する

MacDonald Dettwiler社(加国)の在

日総代理店として同社技術をコアに

したシステムを㈱NTTデータ、(旧)

宇宙開発事業団等に納入。

気象・環境観測衛星受信システム納

入では世界の50％のシェアを有する

SeaSpace社(米国)の在日総代理店と

して、同社のシステムを販売。

GIV 

(Global 

Image Viewer)

空間情報を可視化し、複雑な地理

情報システム（GIS)の問題を解決

するソフトウェア

GUIを使用して大きな画像データや

複数のレイヤから構成される画像デ

ータから必要な情報を素早く抽出す

ることができる。

STK 

(Satellite Tool Kit)

衛星軌道運行やミサイル防衛のた

めのシュミレーションソフト

軌道解析、通信解析、レーダー解析

等のための多種モジュールを組合

せ、効果的なソリューションを提供

する。

e-Cog/ENVI

衛 星 画 像 分 類 ソ フ ト

リモートセンシングデータ解析ソ

フト

知識ベースを使ったオブジェクト指

向の分類を自動的に行うことができ

る。米国NASAをはじめ日本や各国の

主要研究機関での標準ツール

ASD 
(Analitycal Spectral 
Devices)

野外用分光放射計

光学リモートセンシング、地質学、

海洋学、林学、農学、そして植物生

理学用アプリケーションに対応。

付加価値情報サービス
地盤変動観測、環境、防災、農
業用、立体地図用

衛星画像を地盤沈下などの情報等に

変え、情報として販売。 

内外の企業、大学との協業により、

情報サービスビジネスを展開。

衛星画像判読トレーニ
ング・サービス

衛星画像の解析、処理方法等、
衛星画像から必要な情報を抽出
するためのノウハウをトレーニ
ングするサービス 
 

Spot Image社(仏国)、

MDA Geospatial Services社(加

国)、Orbital Imaging社(米国)、

Flex Image社(仏国)などとの協業に

より、わが国でトレーニング・サー

ビスを提供。



 
  

事業分野 商品名 用途 特徴

セキュリティ・
ソリューション
事業 
 

自動映像解析型監視装
置 
ナイスビジョン（イス
ラ エ ル NICE Systems
社）

監視カメラの映像を自動的に解
析し、異常行動を検知した場合
には速やかに監視者に警報を発
することで、被害を未然あるい
は最小限に抑えるための監視装
置

従来のビデオセンサーは警報を発す

るのみだが、本装置は他に類を見な

い異常行動の検知、原因追及、緊急

対応までを統一的に提供。 

センサーとしても従来の動体検知セ

ンサーよりも優れた機能。

画質改善技術Pixon
(米国Pixon社)

画像データに含まれる全ての関
連情報を数学的に抽出すること
で、画像のゆがみを除去または
減少させる技術

技術ライセンシングの他、米

Digi Vision社とPixon社が共同開発

したPV-200装置も販売。

全方位カメラ 監視カメラ
機械的駆動部なしに多方向同時撮影

ができる。

自動復帰型トラップ式
センサー

施設の敷地境界線上のフェンス
等を不法に乗り越える行為をい
ち早く察知し、警報を発するシ
ステム

誤報・故障が少ないシンプルな構

造。センサー本体の破壊・切断にも

対応。

防雷機器

・デュバルメッセン社
製(仏)ESE型避雷針 
 

・早期にストリーマを放出する
ことにより、雷撃捕捉率をアッ
プし建物や周辺の施設等への落
雷の抑止。

雷捕捉率が60～70％（通常30～

40%）。 

電源・メンテナンス不要。 

従来の避雷針から現状のまま置換え

可能。 

JIS規格に準拠。 

 
・OBOベターマン社製
(独)避雷器

・高性能避雷器により建物内部
(電気・通信ライン)に侵入した
サージ(瞬時高圧電流)から、通
信機器、電気機器、コンピュー
タ等の破損、誤動作の防御。

国産避雷器では吸収不可能な直撃雷

による大きなサージも吸収。 

建物、施設全体の雷(サージ)保護が

可能。 

JIS、IEC規格に準拠。

節電装置 
・EPOCH21 
・EPOCH33

余剰電力の節減の他に電源側と
末端負荷側、各末端間の各相の
電圧、電流のバランス化による
電力ロスの減少、瞬間電圧変動
の抑制、高調波の除去に使用。

家庭用から店舗用まで。 
単相３線式50A～2500A 
数種の特許取得によって性能、安定
性に優る。S-JET認定商品。

LFR 
デジタル 
フィルムレコーダ

デジタル画像をフィルム（スラ
イド）にプリントする装置。

35㎜スライドから６×７㎝サイズの
ポジフィルム出力。 
スライド制作機としてわが国の標準
的機器。



４ 【関係会社の状況】 

その他の関係会社 

 
 （注）１ 伊藤忠商事株式会社は、有価証券報告書提出会社であります。 

    ２ 伊藤忠商事株式会社の「主要な事業の内容」欄には、当社が業務提携している事業部門別の名称を記載し

ております。 

関連会社 

 
  

５ 【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでいます。 

３ 臨時雇用者数については、当該臨時雇用者数が従業員数の10％未満であるため、記載を省略しております。

  

(2) 労働組合の状況 

労働組合はありませんが、労使関係は安定しております。 

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

当該会社が
所有する当
社の議決権
割合(％)

関係内容

伊藤忠商事株式会社

大阪府大阪市
中央区久太郎
町四丁目１番
３号

202,241
宇宙・情報・マルチメ
ディアカンパニー

20.6
業務提携をしておりま
す。

名称 住所
資本金 
(百万円)

主要な事業
の内容

当社が
所有する 
議決権 
の割合(％)

関係内容

東京スポットイマージ
ュ株式会社

東京都新宿区
西新宿二丁目
７番１号

60 衛星画像等販売 49.0

衛星画像の購入及びヨ
ーロッパにおける衛星
画像の利用例をわが国
に紹介するためのアラ
イアンス先でありま
す。 
役員の兼任 ２名

従業員数(名) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(千円)

57 38.1 6.4 7,319



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当期におけるわが国経済は、円安を背景とした輸出の増加と企業の設備投資の伸びにより、景気回復

が続いており拡大期間は本年10月で戦後最長のいざなぎ景気の57ヶ月に並びました。  

当社の属する医療分野におきましては、病院業務のIT化を促進し、病院経営の向上と患者情報の共有

化による医療の質とサービスの向上を目指しております。平成18年１月に政府のIT戦略本部は 「IT新

改革戦略」を制定し、重点施策の中に「ITによる医療の構造改革」を掲げました。その主な 内容は、

レセプトの完全オンライン化、個人の健康情報が生涯を通じて活用できる基盤作り、遠隔医療の推進、

電子カルテ等の医療情報システムの普及促進、医療・健康・介護・福祉分野全般にわたる情報化の推進

であります。当社は、医療画像事業を通してＩＴによる医療の構造改革と人の健康に貢献してまいりま

す。  

 他方、当社の衛星画像事業の分野では、自民党が「政権公約2005」の中で測位・空間情報基本法の制

定を掲げており、基盤空間情報として電子地図等の作成に衛星画像データを利用するニーズが高まるこ

とが予想されます。  

  

このような環境下、当社の当期の営業状況は次のようになりました。  

１）コア事業である医療画像事業及び衛星画像事業の合計の売上高は31億84百万円となり、前期の売

上高28億31百万円を３億53百万円（12.5%）上回りました。  

２）防雷機器販売事業については、前年９月、直販及び代理店経由の販売ルートを変更しました。新

しい販売ルートの立上げに時間を要し、売上高は69百万円にとどまりました。  

なお、この事業の前期の売上高は９億53百万円でした。  

３）この結果、その他の売上高を含め、全社の売上高は33億15百万円となり、前期の売上高39億56百

万円を６億41百万円（16.2%）下回りました。営業利益は94百万円、経常利益は85百万円とな

り、前期と比べ、それぞれ５百万円（5.8%）と９百万円（13.0%）増加しました。  

  

しかしながら、当期に事業構成の見直しに着手し、諸資産の整理及び再評価を行ったことにより、下

記の特別損失を計上しました。 

１）防雷機器販売事業の販売ルート変更に伴い、在庫簿価を処分予定価格まで評価を切り下げまし

た。これにより４億60百万円の特別損失を計上しました。  

２）衛星画像事業の支払契約金及び商品在庫の評価損  

ａ．台湾政府が所有し仏スポット・イマージュ社が総代理店となっているFORMOSAT２号衛星に関し

て、同衛星が撮影した画像の画質が当初予定した水準に至らず見込客への販売がほぼ不可能

となったため、日本国内代理店契約締結時の前払金及び最低仕入義務額合計６億99百万円を

特別損失として計上しました。  



ｂ．衛星画像の期末在庫に対し販売可能性の見直しを行い１億16百万円の評価減を計上しまし

た。  

３）その他、投資有価証券評価損49百万円を計上しました。  

  

上記１）～３）の損失合計13億25百万円（内特別損失13億７百万円）を計上した結果、税引前当期純

損益は11億92百万円の赤字となりました。また、繰延税金資産１億５百万円を取崩したため、税引後当

期純損益は13億40百万円の赤字となりました。 

  

事業別の概況は以下のとおりです。 

  

医療画像事業 

当期の売上高は12億23百万円となり、前期の売上高10億68百万円を１億54百万円（14.5％）上回りま

した。  

 当期よりエンドユーザーへ直販する地域密着型の営業を強化し、従来の代理店依存中心の営業からの

脱皮を図っておりますが、その効果が現れつつあります。  

 当社が販売するPACS（医療画像保管システム）の市場は年率７％前後で成長しており、当社の市場占

有率は同じく７％前後と推定しております。  

 日本ではCT、MRI等画像診断装置が広く普及している反面、放射線画像読影専門医が少ないという構

造的な問題があります。読影専門医の不足は特に地方で著しく、不足を補う有力な方法として情報技術

（IT）とブロードバンドを活用し、遠隔地の診断経験豊かな放射線画像読影専門医が画像を見て診断す

るという遠隔画像診断が普及してきました。  

 そうした状況に対応し、当社は本年４月に遠隔画像診断のインフラを提供する本格的なサービスを開

始しました。まず初めに、東北大学発のベンチャー企業と提携しました。東北地域の医療機関から同社

が放射線画像診断の依頼を受け、当社は医療機関と同社の画像読影専門医を結ぶインフラを提供しま

す。さらに、７月には地域医療連携支援で実績のある株式会社ドクターネットと包括的な業務提携契約

を締結しました。多数の遠隔地医療機関より画像診断を請け負っている同社に対し、当社が医療機関と

画像読影専門医を結ぶインフラを提供するとともに、両社が有する商品及びサービスの相互供給並びに

技術・ノウハウの総合ライセンス、共同システムインテグレーション等幅広く協業を推進し、お互いの

遠隔画像診断関連事業の拡大を図ってまいります。これら遠隔画像診断分野での体制作りが進み、それ

が当社の強みとなりPACS販売とのシナジー効果が生まれつつあります。  

 また、既存ユーザーへの保守サービスも売上げに貢献してきております。  

  



衛星画像事業 

当期の売上高は、19億60百万円となり、前期の売上高17億62百万円を１億97百万円（11.2％）上回り

ました。  

 SPOT衛星を使った陸地標高データの販売が増加しました。また、国の補助金を受け森林管理用GIS

（地理情報システム）を作成する都道府県が増えており、その作成のために使用する衛星画像の販売が

増加しました。さらに、衛星軌道運行やミサイル防衛のシミュレーションを行うソフトウェアである米

国Analytical Graphics社のSTK及び空間情報を可視化し複雑な地理情報システム（GIS）の問題を解決

するソフトウェアである米国Paragon Imaging社のGIVの販売も増加しました。埼玉県寄居町所在の衛星

画像受信システムの保守サービスも売上増加に寄与しました。  

 本年５月に、当社とフランスのSPOT IMAGE S.A.(以下「スポット・イマージュ社」という。）との間

で既に交わされている独占販売代理店契約を2012年３月末まで延長することに関して両社合意し、延長

契約を締結しました。この独占販売代理店契約は、スポット・イマージュ社が保有する地球観測衛星

SPOTからの衛星画像を、わが国の防衛・インテリジェンス市場において当社が同社の販売代理店として

独占的に販売するというものです。  

  

セキュリティ・ソリューション事業 

a. イメージセンシング商品 

当期の売上高はNiceVisionとトラップ式フェンスセンサを合せて20百万円となりました。  

NiceVisionは人口知能型セキュリティシステムであり、大規模重要施設の警備システムの頭脳部として

認知されてきておりますが、当期は録画専用の低価格NiceVisionの販売にとどまりました。次期からは

大規模システムの販売も目指しております。  

 また、本年６月に株式会社芙蓉電子と販売代理店契約を結び、同社のトラップ式フェンスセンサ商品

を当社のラインナップに加えました。同社の当該製品は、屋外重要施設の外周警備に多用されておりま

す。  

 当社はNiceVisionを中心に、全方位レンズカメラ、TV映像画質改善装置、トラップ式フェンスセンサ

を加え、商品のラインアップを拡充し、お客様に警備に関するトータルソリューションを提案できる体

制を整えました。  

  

b. 防雷機器及びその他の商品 

当期の売上高は１億９百万円となり、前期の売上高11億24百万円を10億14百万円（90.2％）下回りま

した。  

 防雷機器の売上が大幅に減少したことが主な理由です。  

 JIS及び建築基準法が改正され、雷保護で欧州と同様な国際規格を採用する新しい基準の方向が示さ

れましたが、現状では、従来規格も採用できることになっており新規格の普及スピードが加速せず、新

しい販売ルートの開拓が当初見込みより遅れております。今後は在庫の単価を販売可能価格まで切下げ

たことにより、販売を加速し在庫の一掃を目指します。  

  

（注）事業区分について 

当期に事業構成の見直しを行い、前期にイメージセンシング事業及びその他事業に区分していた２つ

の事業をセキュリティ・ソリューション事業として統合しました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

 当事業年度における現金及び現金同等物は、短期借入金及び長期借入金による収入等により前事

業年度末に比べ５億60百万円増加し、当事業年度末には11億96百万円となっております。  

  

(営業活動によるキャッシュ・フロー)  

 当事業年度における営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権と前渡金の増加により３億

21百万円の減少（前年同期は３億２百万円の減少）となりました。  

(投資活動によるキャッシュ・フロー)  

 当事業年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、有形固定資産及び投資有価証券の取

得により、29百万円の減少（前年同期は27百万円の増加）となりました。  

(財務活動によるキャッシュ・フロー)  

 当事業年度における財務活動によるキャッシュ・フローは、社債の償還による支出がありました

が、借入れによる収入により９億10百万円の増加（前年同期は１億35百万円の減少）となりまし

た。 

  

  



２ 【仕入、受注及び販売の状況】 

(1) 仕入実績 

当事業年度における仕入実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １  金額は実際仕入額によっております。 

２  金額には、消費税等は含まれておりません。 

３  当社はシステム インテグレータであり、生産設備を保有していないため、生産実績等の記載は行なって 

おりません。 

４  当期に事業構成の見直しを行い、前期にイメージセンシング事業及びその他事業に区分していた２つの 

事業をセキュリティ・ソリューション事業として統合しました。 

  

(2) 受注実績 

当事業年度における受注実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １ 金額には、消費税等は含まれておりません。 

２  当期に事業構成の見直しを行い、前期にイメージセンシング事業及びその他事業に区分していた２つの 

事業をセキュリティ・ソリューション事業として統合しました。 

  

区分 仕入高(千円) 前年同期比(％)

医療画像事業 771,265 25.6

衛星画像事業 1,269,442 △11.0

セキュリティ・ソリューション事業 89,113 △94.4

合計 2,129,820 △41.2

区分 受注高(千円) 前年同期比(％) 受注残高(千円) 前年同期比(％)

医療画像事業 1,231,093 14.0 42,933 20.3

衛星画像事業 2,163,539 27.0 286,631 242.3

セキュリティ・ソリューション事業 123,130 △89.1 2,670 △73.9

合計 3,517,763 △10.1 332,235 156.2



(3) 販売実績 

当事業年度における販売実績を事業部門別に示すと次のとおりであります。 

  

 
(注) １  金額には、消費税等は含まれておりません。 

２  当期に事業構成の見直しを行い、前期にイメージセンシング事業及びその他事業に区分していた２つの 

事業をセキュリティ・ソリューション事業として統合しました。 

３  最近２事業年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおり 

であります。 

 
(注) 金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

区分 販売高(千円) 前年同期比(％)

医療画像事業 1,223,845 14.5

衛星画像事業 1,960,650 11.2

セキュリティ・ソリューション事業 130,685 △88.4

合計 3,315,180 △16.2

相手先

第22期
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

第23期
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％)

株式会社かんでんエンジニアリング 948,898 24.0 ─ ─

株式会社ＮＴＴデータ 1,020,842 25.8 1,195,398 36.1



３ 【対処すべき課題】 

(1) 営業力の強化  

    営業本部機能及び営業戦力を拡充し、営業力を強化する。 

(2) 防雷機器の販売促進による同在庫の圧縮 

(3) 内部統制の確立  

平成18年度に施行された会社法及び平成20年度に施行される日本版企業改革法（金融商品取引法）

において定められた内部統制の確立。 

  

４ 【事業等のリスク】 

当社の経営成績、株価及び財務状況等に影響を及ぼす可能性のある事項には以下のようなものがあ

ります。なお、文中における将来に関する事項は有価証券報告書提出日において当社が判断したもの

であります。 

  

(1) 事業内容について 

① 医療画像事業について  

 当事業ではPACS（医療画像情報システム）商品をコアとした院内医療画像情報のネットワーク

化と電子保管のためのシステムを販売しております。これらのシステムは医師による医療画像参

照システムとして使用されています。当社はこれらのシステムが画像参照用ツールであることを

明示し、販売の際に病院及び医師に確認をしております。しかしながら、当社のシステムによる

参照画像が医師による誤診に繋がり、その結果、当社の経営に少なからず影響を与える可能性が

あります。 

② 衛星画像事業について  

 当事業では衛星画像データ受信権の販売や地上受信局システムのインテグレーション、

設置、衛星画像の判読トレーニング・サービス、さらに衛星画像から抽出した情報を販売してお

ります。本事業に関係する地球観測衛星は、米国、加国、仏国で、既に打上げられた、あるいは

これから打上げが計画されているものです。しかしながら、当事業は次の三つの事項が当社の経

営に少なからず影響を与える可能性を持っています。  

(a) これらの衛星の寿命は５～７年ですが、寿命に達する前に衛星自身に故障が発生した場合、修復

できない可能性があること。  

(b) 衛星の製造及びその打上げが計画通り行われない可能性があること。  

  衛星の製造及びその打上げに要する費用は50～200億円と高額であり、かつ衛星の製造及びそ

の打上げには数多くのメーカー、公の機関が関係し、衛星の製造工程や打上げ日程は衛星所有会

社の財政、資金調達状況及び関連メーカーによる影響を受け、計画通りにシステムを納入できな

い可能性や、衛星画像の販売を開始できない可能性があります。  

(c) 衛星打上げの延期やその失敗の可能性があること。 

  



(2) 業界動向及び競合等について 

当社の主要事業である医療画像事業、衛星画像事業及びその他の事業は、いずれも情報技術の影響

を強く受ける分野であります。そのため、社会や市場での新技術の開発、新方式の採用、新製品の出

現あるいは、競合会社の台頭により、当社取扱商品の急速な陳腐化や市場性の低下をまねき、当社の

経営成績に重大な影響を与える可能性があります。 

  

(3) 製品及びサービスにおける欠陥の発生について 

当社の商品及びサービスについては、仕入先企業及び当社技術部門にて高度の品質保証体制を確立

しております。しかしながら、万一、商品又はサービスに欠陥が発生し顧客に損失をもたらした場合

は、その損害賠償や社会的評価の低下により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

  

(4) 有力商品の安定的確保について 

当社は、仏国スポット・イマージュ社他数多くの海外取引先とわが国における独占販売権契約を結

んでおります。また、日頃より国内外の有力な取引先とのアライアンス強化に努めております。しか

しながら、これらの取引先とのアライアンスの解消、契約解除、あるいは期間満了による終了によ

り、当社の経営成績に重大な影響を与える可能性があります。 

  

(5) 為替相場の変動による影響について 

当社の取扱商品には海外からの輸入商品が含まれており、当事業年度の仕入れ総額21億29百万円に

占める外貨建て仕入れの割合は、54.5％(米国ドル建て21.4％、ユーロ建て33.1％)であります。  

 そのため当社は、為替相場の変動によるリスクをヘッジする目的で、常時為替予約等で対策を講じ

ております。しかしながら、リスクヘッジにより為替相場変動の影響を緩和することは可能であって

も、影響をすべて排除することは不可能であり、当社の経営成績及び財務状況に少なからず影響を与

えております。 

  

(6) 情報管理に関するリスク 

当社は事業活動を行うにあたり、多くのお客様の秘密情報やお客様が保有する個人情報に触れる機

会を有しております。そのため、情報保護は当社の最重要課題と認識し、その管理には万全を期して

おります。しかしながら、万が一の予期せぬ事態により、当社から情報漏洩が発生した場合には、発

生した損害に対する賠償や当社の社会的信用の低下により、当社の業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

  

(7) 主要な経営陣への依存について 

当社の運営は、代表取締役社長である梨子本 紘氏をはじめとする主要な経営陣に大きく依存して

おります。将来これらの経営陣において、病気や怪我による長期休暇、退職、死亡などの事態が発生

した場合、当社の経営成績や財務状況に大きな影響を与える可能性があります。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

  

(1) 輸入代理店契約 

 
  

(2) 販売代理店契約 

 
  

契約先 契約年月日 契約内容

エレクトロニクス ビジネスマシン社 (台湾) 平成13年７月１日
DICOMに準拠した医療画像保
管・配 信・表 示 シ ス テ ム
(PACS）の国内独占代理店権

スポット・イマージュ社 (仏国) 平成16年９月15日
SPOT衛星画像の国内インテリ
ジェンス市場における独占代
理店権

スポット・イマージュ社 (仏国) 平成18年５月17日
SPOT衛星画像の国内独占代理
店権延長契約

スポット・イマージュ社 (仏国) 平成17年６月24日
台湾FORMOSAT２号衛星画像の
国内独占代理店権

マクドナルドデットワイラー アンド アソシエイツ社 (加国) 平成18年５月15日
RADARSAT２号衛星受信システ
ムの国内独占代理店権

エムディエイ ジオスペーシャル サービシズ社 （加国） 平成16年９月１日
RADARSAT２号衛星画像の国内
独占代理店権

エムディエイ ジオスペーシャル サービシズ社 （加国） 平成18年３月１日
RADARSAT１号衛星画像の国内
独占代理店権

ナイス システムズ社 （イスラエル国） 平成17年８月１日
ナイスビジョンの国内代理店
権

契約先 契約年月日 契約内容

株式会社ＮＴＴデータ 平成16年９月16日
SPOT衛星画像の国内インテリ
ジェンス市場における独占代
理店権



６ 【研究開発活動】 

 安定した成長を継続してゆくために、当社では医療画像国際標準規格DICOMを中核とした医療画像ネッ

トワークシステム及び診断報告書（所見）作成システムの開発や、衛星画像を活用した地盤変動情報等

の付加価値情報作成のための研究開発に積極的に取組んでおります。 

  

 当事業年度の研究開発費総額は47,204千円であり、主な研究開発は次のとおりであります。  

  

（医療画像事業）  

・東北大学医学部と遠隔画像診断の実運用システムの共同開発  

・病院内読影レポートシステムの開発  

・モダリティで生成された医療画像にタグを付けてDICOMサーバーに送るゲートウェイの開発  

  

（衛星画像事業）  

・地上設置型合成開口レーダーを用いた斜面災害監視の研究開発を伊国Lisalab社、応用地質 

  株式会社と共同で実施。  

・STKアクセスシミュレーターの開発  

  



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 財政状態の分析 

（流動資産） 

当事業年度末における流動資産の残高は、36億40百万円（前事業年度末は34億58百万円）となり、

１億81百万円増加しました。現金及び預金（６億35百万円から11億96百万円へ５億60百万円増）と売

掛金（８億60百万円から11億29百万円へ２億69百万円増）の増加が主な要因です。また、評価減を行

ったことにより商品（10億38百万円から４億15百万円へ６億22百万円減）が減少しております。 

  

（固定資産） 

当事業年度末における固定資産の残高は、７億19百万円（前事業年度末は７億87百万円）となり、

68百万円減少しました。繰延税金資産（58百万円から全額取崩し）の減少が主な要因です。 

  

（流動負債） 

当事業年度末における流動負債の残高は、18億66百万円（前事業年度末は９億37百万円) となり、

９億29百万円増加しました。短期借入金（６億円）と独占販売権の契約解約損失に備えるために計上

した引当金（３億77百万円）によるものです。 

  

（固定負債） 

当事業年度末における固定負債の残高は11億円（前事業年度末は４億74百万円）となり、６億26百

万円増加しました。銀行からの借入金（２億34百万円から８億50百万円に６億16百万円増）が主な要

因です。 

  

（純資産） 

当事業年度末における純資産の残高は、13億91百万円（前事業年度末の資本は28億34百万円）とな

り、14億42百万円減少しました。当期純損失を13億40百万円計上したことと自己株式の買付け１億４

百万円によるものです。  

  

（財政状態の指標） 

 
自己資本比率：自己資本／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

  株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数(自己株式控除後）により算出しております。 

  

平成16年９月期 平成17年９月期 平成18年９月期

自己資本比率 62.5％ 66.8％ 31.9％

時価ベースの自己資本比率 87.1％ 144.3％ 86.3％



(2) キャッシュ・フローの分析 

キャッシュ・フローの分析については、第２［事業の状況］１［業績等の概要］(2)キャッシュ・フ

ローの状況の項目をご参照下さい。 

  

(3) 経営成績の分析 

経営成績の分析については、第２［事業の状況］１［業績等の概要］(1)業績の項目をご参照下さ

い。 

  

(4) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

防雷機器の販売動向及び物的セキュリティシステムNiceVisionの販売を中心としたセキュリティ・ソ

リューション事業の立ち上げスピードの速さが経営成績に重要な影響を与えます。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

特記事項はありません。 

  

  

  

２ 【主要な設備の状況】 

平成18年９月30日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は次のとおりであり

ます。 

  

 
(注) １ 従業員数には、役員及び臨時従業員は含まれておりません。 

２ 金額は、第23期期末現在の帳簿価額であります。 

３ 平成18年10月１日付で大阪営業所と名古屋営業所を統合し、西日本営業所を愛知県名古屋市中村区に新設し

ております。 

４  上記のほか、主要な設備のうち他の者から賃借している設備の内容は、下記のとおりであります。 

 
  

３ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

設備の重要な新設等の計画はありません。 

  

(2) 重要な設備の除却等 

設備の重要な除却等の計画はありません。 

事業所名 
(所在地)

事業部門の
名称

設備の内容

帳簿価額(千円) 従業
員数 
(人)建物及び構築物

(面積㎡)
工具、器具
及び備品

合計

本社 
(東京都新宿区)

管理部門 
営業 
保守

統括業務施設
8,814

(754.54)
5,455 14,269 53

大阪営業所 
(大阪府大阪市中央区)

営業 販売業務施設
―

(69.65)
― ― 3

名古屋営業所 
（愛知県名古屋市中区）

営業 販売業務施設
―

(10.15)
― ― 1

名称 契約件数 リース期間
当期リース料
(千円)

リース契約残高 
(千円)

ソフトウエア 1件 ５年 19,386 26,713



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

 
  

② 【発行済株式】 

  

 
(注) 提出日現在の発行数には、平成18年12月１日からこの有価証券報告書提出日までの新株予約権の行使(旧転換社

債等の権利行使を含む。)により発行された株式数は、含まれておりません。 

  

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 140,000

計 140,000

種類
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年12月19日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容

普通株式 35,069 35,162

大阪証券取引所
(ニッポン・ニュ
ー・マーケット－
「ヘラクレス」市
場)

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社に
おける標準となる株式

計 35,069 35,162 ― ―



(2) 【新株予約権等の状況】 

① 当社は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び21の規定に基づき新株予約権を発行しております。 

 
  

(注)   新株予約権発行後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、払込金額は次の算式により調整されるもの

とし、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、権利付与日以降、当社が時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換及び新株引受権の行使を除

く。)する場合、払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げる。 

 
  

株主総会の特別決議日(平成14年6月21日)

事業年度末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数(個) 12 同左

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 12 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円)    1株当たり 72,500 （注） 同左

新株予約権の行使期間
 平成16年７月１日から 

平成20年12月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格  72,500 

資本組入額 36,250

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割り当てを受けた
ものは、権利行使時において
も、当社の従業員の地位にある
ことを要する。
新株予約権者が死亡した場合
は、相続人がこれを行使できる
ものとする。
この他の条件は、本総会及び新
株予約権発行の取締役会決議に
基づき、当社と新株予約権者と
の間で締結する「新株予約権付
与契約」に定めるところによ
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他
の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株の払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新規発行株式数



② 当社は旧商法第280条ノ19の規定に基づき新株引受権を発行しております。 

 
  

③ 商法等改正整備法第19条第２項の規定により新株予約権付社債とみなされる新株引受権付社債の残高等は次のとお
りであります。 

  
第１回無担保新株引受権付社債(平成12年１月28日発行) 
  

 
※１ 資本組入額は、その新株引受権の権利行使により発行する株式の発行価額に0.5を乗じ、その結果１円未満の 

端数が生じるときは、その端数を切り上げた額としております。 

  

株主総会の特別決議日(平成13年６月22日)

事業年度末現在
(平成18年９月30日)

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日)

新株予約権の数(個) ─ ─

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左

新株予約権の目的となる株式の数(株) 20 同左

新株予約権の行使時の払込金額(円) 94,691 同左

新株予約権の行使期間
平成15年７月1日から
平成19年12月31日

同左

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額(円)

発行価格   94,691
資本組入額   47,500

同左

新株予約権の行使の条件

新株予約権の割当てを受けた者
は、権利行使時においても、当
社の従業員の地位にあることを
要する。
新株予約権者が死亡した場合
は、相続人がこれを行使できる
ものとする。
この他の条件は、本総会及び新
株予約権発行の取締役会決議に
基づき、当社と新株予約権者と
の間で締結する「新株予約権付
与契約」に定めるところによ
る。

同左

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権の譲渡、質入その他
の処分は認めない。

同左

代用払込みに関する事項 ─ ─

平成18年９月30日現在 平成18年11月30日現在

新株引受権の残高(千円) 13,490 8,875

新株引受権の目的となる株式の数(株) 273.6 180

新株引受権の権利行使により発行する株式の発行
価格(円)

49,306 同左

資本組入額(円) ※１ ※１



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

 
  

(注)  １ 平成13年３月31日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数を、平成13年５月21日付で１株につき1.5

株の割合をもって分割しております。 

    ２ 新株予約権の行使(旧転換社債等の権利行使を含む。)による増加であります。 

３ 有償第三者割当 割当先 伊藤忠商事㈱及び梨子本 紘氏 

発行価格１株につき215,000円 資本組入額１株につき107,500円 

４ 株式分割 

平成16年５月31日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数を、平成16年７月20日付で１株につき２株

の割合をもって分割しております。 

５ 株式分割 

平成17年５月31日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数を、平成17年７月20日付で１株につき２株

の割合をもって分割しております。 

６ 平成18年10月１日から平成18年11月30日までの間に、新株予約権の行使（旧転換社債等の権利行使を含

む。）により、発行済株式総数が93株、資本金が2,292千円及び資本準備金が2,385千円増加しております。

  

年月日
発行済株式 
総数増減数 
(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成13年５月21日 
       (注)１

2,102 6,306 ― 682,150 ― 870,350

平成14年４月１日 
～平成15年３月31日 
              (注)２

4 6,310 394 682,544 415 870,765

平成16年３月４日 
              (注)３

2,343 8,653 251,872 934,416 251,872 1,122,638

平成15年10月１日 
～平成16年７月19日 
              (注)２

57 8,710 4,167 938,584 4,295 1,126,933

平成16年７月20日 
       (注)４

8,673 17,383 ― 938,584 ― 1,126,933

平成16年７月20日 
～平成16年９月30日 
              (注)２

52 17,435 2,563 941,148 2,677 1,129,611

平成16年10月１日 
～平成17年７月19日 
       (注)２

68 17,503 3,399 944,547 3,534 1,133,145

平成17年７月20日 
       (注)５

17,503 35,006 ― 944,547 ― 1,133,145

平成17年７月20日 
～平成17年９月30日 
       (注)２

14 35,020 345 944,892 359 1,133,504

平成17年10月１日 
～平成18年９月30日 
       (注)２

49 35,069 1,207 946,100 1,257 1,134,762



(4) 【所有者別状況】 

平成18年９月30日現在 

 
(注) １ 自己株式569.2株は「個人その他」に569株、「端株の状況」に0.2株含まれております。 

２ 証券保管振替機構名義の株式2株は「その他の法人」に含めて記載しております。 

  

(5) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

 
（注）上記のほか、自己株式が569.2株（発行済株式総数に対する所有株式数の割合1.62%）があります。 

  

区分

株式の状況

端株の状況政府及び 
地方公共 
団体

金融機関 証券会社
その他の
法人

外国法人等
個人
その他

計

個人以外 個人

株主数 
(人)

─ 7 10 20 1 3 2,052 2,093 ―

所有株式数 
(株)

─ 2,383 245 8,876 640 17 22,907 35,068 1

所有株式数 
の割合(％)

─ 6.80 0.70 25.30 1.83 0.05 65.32 100.0 ―

氏名又は名称 住  所
所有株式数
(株)

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％)

梨子本 紘 東京都西多摩郡日の出町 7,468 21.30

伊藤忠商事株式会社 大阪府大阪市久太郎町四丁目１番３号 7,092 20.22

榊原 三郎 神奈川県横浜市中区 3,084 8.79

株式会社ＮＴＴデータ 東京都江東区豊洲三丁目３番３号 720 2.05

マクドナルド デットワイラー 

アンド アソシエイツ リミテ

ッド（常任代理人 梨子本 紘）

13800 Commerce Parkway Richmond 

British Columbia, Canada V6V 2J3 

（東京都西多摩郡日の出町）

640 1.83

住友生命保険相互会社 大阪府大阪市中央区城見一丁目４番35号 576 1.64

中央三井信託銀行株式会社 東京都港区芝三丁目33番１号 576 1.64

日本生命保険相互会社 東京都千代田区有楽町一丁目２番２号 576 1.64

有限会社育成 東京都板橋区常盤台三丁目１５番１５号 412 1.18

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜二丁目４番６号 363 1.04

計 ― 21,507 61.33



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

 
(注)１ 「端株」欄の普通株式には、当社所有の0.2株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2株(議決権の数2個） 

含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

 
  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
 （自己保有株式）
 普通株式   569

―
権利内容に何ら限定のない 
当社における標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式 34,499 34,499 同上

端株 普通株式    1 ― 同上

発行済株式総数 35,069 ― ―

総株主の議決権 ― 34,499 ―

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 
(株)

他人名義
所有株式数 
(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

(自己保有株式） 
株式会社イメージ ワン

東京都新宿区西新宿 
二丁目７番１号 

新宿第一生命ビル12階
569 ─ 569 1.62

計 ― 569 ─ 569 1.62



(7) 【ストック・オプション制度の内容】 

① 新株引受方式によるストック・オプション制度 

 当該制度は、旧商法第280条ノ19第１項及び当社旧定款第７条の規定に基づき、当社の従業員に対

して付与することを平成13年６月22日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

 当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

 
(注)   権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、払込金額は次の算式により調整されるものと

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、権利付与日以降、当社が時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換及び新株引受権の行使を除

く。)する場合、払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げる。 

 
更に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併または株式交換もしくは株式移転を行う場合、当社は払込金

額について必要と認める調整を行う。 

  

決議年月日 平成13年６月22日

付与対象者の区分及び人数 従業員（５名）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 20株

新株予約権の行使時の払込金額 94,691円（注）

新株予約権の行使期間 平成15年７月１日～平成19年12月31日

新株予約権の行使の条件

 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の従
業員の地位にあることを要する。 
 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとす
る。 
 その他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の割り当てを受けたものとの間で締結する「新株
予約権付与契約」で定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 ─

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株の払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数



② 新株予約権方式によるストック・オプション制度 

 当該制度は、平成13年改正旧商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づき、当社の従業員

に対して付与することを平成14年６月21日の定時株主総会において特別決議されたものであります。

 当該制度の内容は、次のとおりであります。 

  

 
(注)   権利付与日以降、当社が株式分割または株式併合を行う場合、払込金額は次の算式により調整されるものと

し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げる。 

 
また、権利付与日以降、当社が時価を下回る価額で新株を発行(転換社債の転換及び新株引受権の行使を除

く。)する場合、払込金額は次の算式により調整されるものとし、調整により生じる１円未満の端数は切り

上げる。 

 
更に、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併または株式交換もしくは株式移転を行う場合、当社は払込金

額について必要と認める調整を行う。 

  

決議年月日 平成14年６月21日

付与対象者の区分及び人数 従業員（３名）

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

株式の数 12株

新株予約権の行使時の払込金額 72,500円（注）

新株予約権の行使期間 平成16年７月１日～平成20年12月31日

新株予約権の行使の条件

 新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時においても、当社の従
業員の地位にあることを要する。
 新株予約権者が死亡した場合は、相続人がこれを行使できるものとす
る。
 その他の条件は、本総会及び新株予約権発行の取締役会決議に基づ
き、当社と新株予約権の割り当てを受けたものとの間で締結する「新
株予約権付与契約」で定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項 新株予約権の譲渡、質入その他の処分は認めない。

代用払込みに関する事項 ─

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１

分割・併合の比率

既発行株式数＋
新規発行株式数×１株の払込金額

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新株発行前の株価

既発行株式数＋新規発行による増加株式数



２ 【自己株式の取得等の状況】 
  

 
  

(1) 【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

  

(2) 【取締役会決議による取得の状況】 

旧商法第211条の３第１項第２号の規定に基づく取締役会決議による取得 

 
  

(3) 【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

該当事項はありません。 

  

(4) 【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

  

   

【株式の種類等】
旧商法第211条の３第１項第２号の規定に基づく取締役会決議による 
普通株式の取得

区分 株式数(株) 価額の総額(円)

取締役会(平成17年10月20日)での決議状況 
(取得期間平成17年10月21日～平成17年11月30日)

1,000 180,000,000

当事業年度前における取得自己株式 ─ ─

当事業年度における取得自己株式 568 104,335,000

残存決議株式の総数及び価額の総額 432 75,665,000

当事業年度の末日現在の未行使割合(％) 43.2 42.0

当期間における取得自己株式 ─ ─

提出日現在の未行使割合(％) 43.2 42.0

区分
当事業年度 当期間

株式数(株)
処分価額の総額

(円)
株式数(株)

処分価額の総額
(円)

引き受ける者の募集を行った 
取得自己株式

─ ─ ─ ─

消却の処分を行った取得自己株式 ─ ─ ─ ─

合併、株式交換、会社分割に係る 
移転を行った取得自己株式

─ ─ ─ ─

その他(  ─  ) ─ ─ ─ ─

保有自己株式数 569.2 ― 569.2 ―



３ 【配当政策】 

 当社は、株主の皆様への安定した利益還元を継続することを重要課題の一つと考えています。経営成

績、財政状態、配当性向、将来の事業展開のための資金留保、社員のモラール向上のための還元等、総

合的なバランスを勘案して成果の配分を行っております。 

 しかしながら、当期の損失計上により配当原資となる利益剰余金が消滅するため、誠に遺憾ながら無

配とさせていただきました。 

 当社は、「取締役会の決議によって、毎年３月31日を基準日として中間配当をすることができる。」

旨を定款に定めております。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

 
(注) １ 株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市場におけるものであります。 

２ 平成15年６月20日開催の第19期定時株主総会決議により、決算期を３月31日から９月30日に変更しておりま

す。したがって、第20期は平成15年４月１日から９月30日の６ヶ月となっております。 

３ ※印は、株式分割による権利落後の株価であります。 

  

(2) 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

 
(注) 株価は、大阪証券取引所ニッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市場におけるものであります。 

回次 第18期 第19期 第20期 第21期 第22期 第23期

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成15年９月 平成16年９月 平成17年９月 平成18年９月

最高(円) 610,000 405,000 272,000
875,000
※375,000

430,000 
※262,000

235,000

最低(円) 240,000 138,000 150,000
181,000
※200,000

181,000 
※162,000

90,100

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 225,000 179,000 151,000 159,000 139,000 138,000

最低(円) 160,000 131,000 108,000 90,100 105,000 99,000



５ 【役員の状況】 

  

 
(注)  １ 取締役榊原三郎、岡富 剛は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 監査役今西 正、梅田 敬、吉田安夫は会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 取締役渡邉哲也は、代表取締役社長梨子本 紘の長女の配偶者であります。 

４ 当社では、業務執行の迅速化と事業責任の明確化を図るため、執行役員制度を導入しております。執行役

員は営業部長２名高田康廣、高橋英治で構成されております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(株)

代表取締役 
社長

梨子本   紘 昭和20年２月４日生

昭和38年４月 日本電気株式会社入社

7,468
昭和49年１月

東陽通商株式会社(現、株式会社
東陽テクニカ)入社

昭和59年４月 
平成14年12月

当社設立、代表取締役就任(現) 
東京スポットイマージュ株式会社
代表取締役就任(現)

常務取締役 松 尾 正 晴 昭和15年７月28日生

昭和38年４月 伊藤忠商事株式会社入社

平成２年４月 伊藤忠インドネシア輸出会社社長

平成３年５月
センチュリーオートリース株式会
社取締役就任

2

平成17年６月 当社入社

平成17年12月 当社常務取締役就任（現）

取締役 榊 原 三 郎 昭和23年11月16日生

昭和47年４月
東海証券株式会社(現、東海東京
証券株式会社)入社

3,084

昭和50年10月 カシオ計算機株式会社入社

昭和54年10月 大東建託株式会社入社

平成８年10月
有限会社榊原エンタプライズ代表
取締役就任(現)

平成10年５月 当社取締役就任(現)

取締役 岡 富   剛 昭和７年７月７日生

昭和31年４月
東京芝浦電気株式会社(現、株式
会社東芝)入社

208平成９年２月
タイムワーナーエンターテイメン
トジャパン株式会社代表取締役社
長就任

平成10年８月 当社取締役就任(現)

平成13年３月 株式会社東芝顧問就任

取締役 渡 邉 哲 也 昭和44年12月10日生

平成８年１月 デロイト＆トウシュLLP入所

─

平成12年７月 監査法人トーマツ入所

経営企画室長 平成18年４月 当社入社 社長室長

平成18年10月 経営企画室長就任

平成18年12月 取締役経営企画室長就任(現）

監査役 
常勤

今 西   正 昭和10年10月19日生

昭和34年４月
三菱化成工業株式会社(現、三菱
化学株式会社)入社

109平成６年４月 今西経営労務事務所開業

平成９年５月 当社監査役就任(現)

監査役 梅 田   敬 昭和３年９月７日生

昭和26年４月 国税庁入庁

109

昭和59年７月 板橋税務署長就任

平成元年７月 梅田税理士事務所長就任(現)

平成２年10月
梅田経営サービス有限会社代表取
締役就任(現)

平成10年８月 当社監査役就任(現)

監査役 吉 田 安 夫 昭和10年８月２日生

昭和34年３月
千代田機械貿易株式会社(現、株
式会社シーケービー)入社

16

平成５年３月
千代田機械貿易株式会社代表取締
役社長就任

平成９年３月
千代田機械貿易株式会社取締役相
談役就任

平成11年３月
千代田機械貿易株式会社取締役相
談役退任

平成13年６月 当社監査役就任(現)

計 10,996



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】               

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方     （平成18年12月15日現在） 

当社は、コーポレート・ガバナンス体制として「監査役会設置会社」を採用しており、複数の社

外取締役を含む取締役会において経営上の最高意思決定と業務執行の監督を行い、監査役会が取締

役の職務執行の監査を行っています。 

この機関構造を基本として、業務執行の迅速化と事業責任の明確化を図るため、平成18年11月よ

り執行役員制度を導入しました。 

当社は、経営監視機能を働かせて経営規律を維持することを基本方針としております。そのた

め、社外監査役のみで構成する監査役会を設置し経営監視機能の強化を図るとともに、複数の社外

取締役を置くことにより毎月開催する取締役会においても十分なチェック機能が働くようにしてお

ります。 

さらに、株主・投資家の皆様へは、迅速かつ正確な情報開示に努めるとともに、経営の透明性を

高めてまいります。 

  

(2) 会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

① 会社の機関の内容 

当社は監査役会制度を採用しており、経営方針の最重要事項に関する意思決定機関及び監督機関

としての取締役会、業務執行機関としての代表取締役、監査機関としての監査役会が設置されてい

ます。これに加え、業務執行の迅速化と事業責任の明確化を図るため執行役員制度を導入しており

ます。 

 取締役の人数は平成18年12月15日現在５名で、うち２名が会社法第２条第15号に定める社外取締

役であります。株主による選任の機会を増やすことで、取締役の責任をより明確にし経営環境の変

化に迅速に対応できるよう、取締役の任期は１年としております。監査役は３名で、全員が会社法

第２条第16号に定める社外監査役であります。取締役会は毎月の定例取締役会のほか、必要に応じ

機動的に臨時取締役会を開催し、法令で定められた事項を決定するとともに、業務執行の状況を逐

次監督しております。取締役会には原則として監査役も全員出席し、取締役の業務執行状況と経営

の監視を行っております。 

また、社内取締役、部長以上の役職者及び常勤監査役で構成する経営会議を原則毎週開催し、下

記の事項を決議決定しております。 

・取締役会の決定した基本方針に基づき、全般的業務執行方針及び計画並びに重要な業務の実施 

・リスク管理とコンプライアンスの充実強化及び監視 

  



② 会社の機関・内部統制システムの関係図 

当社における会社の機関の内容及び内部統制システム等の関係は次のとおりです。 

  

 

  

  

③ 内部統制システムの整備の状況 

a. 取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制  

会社の業務執行が全体として適正かつ健全に行われるようにするため、取締役会は実効性あ

る内部統制システムの構築と会社による全体としての法令及び定款遵守の体制の確立に努めてい

ます。  

b. 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 

取締役の職務執行に係る情報の保存及び管理については、「文書管理規程」 に従い、職務執

行に係る情報を文書形式又は電磁的に記録し保存しています。各取締役及び監査役の要求がある

ときは、これを閲覧に供しています。 

c. 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

企業経営に対する重大なリスクに適切かつ迅速に対応する組織を編成し、リスク情報の収集

と分析を行うとともに、その回避と緊急時の対応を整備し経営リスクを総合的に管理します。ま

た、緊急事態が発生した際の対応については、その連絡体制・行動指針などを規程により明確に

しています。 



d. 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役会規程及び組織規程などにより、職務権限及び意思決定ルールを明確化し、取締役の

職務執行が適正かつ効率的に行われる体制を確保しています。  

 また、経営計画を策定するための会議を開催し、適切な計画と目標に基づいた経営を行ってい

くとともに、経営に重要な影響を及ぼす事項について迅速に対応するため定期的に経営会議を開

催しています。  

e. 使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

「役職員行動基準」を定め、それを周知徹底させることにより、法令遵守、企業倫理の確保

に努めています。さらに、コンプライアンスを推進する専門組織を定め、コンプライアンス体制

の構築、維持・管理及び役職員の教育に努めています。 

f. 当社並びにその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 

子会社ができる場合は、遅滞なく子会社管理を主管する部署を定めます。子会社管理主管部

署は、社内の担当部署と協力し子会社の業務が適正に行われるよう指導します。  

 内部監査部門は、子会社の業務の遂行状況及び内部統制の状況を監査し、改善案の提示と改善

状況の確認を行います。  

g. 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体

制並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項 

監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めたときは、取締役の指揮から独立し

た使用人を置くことができます。その使用人の人事異動及び考課については、事前に常勤監査役

に報告し了承を得ることとしています。 

h. 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体制、そ

の他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

取締役及び使用人は、職務執行に関して重大な法令・定款違反、不正行為の事実または会社

に著しい損害を及ぼすおそれのある事実を知ったときは、遅滞なく監査役に報告するものとして

います。  

  監査役は重要な意思決定のプロセスや業務の執行状況を把握するため、取締役会及び経営会議

等重要会議に出席するとともに、決裁書類等業務執行に係る重要な文書を閲覧し、取締役及び使

用人に説明を求めることができます。  

  また、内部監査部門と緊密な連携を保つとともに、必要に応じ内部監査部門に調査を求めるこ

とができます。  

  



④ 内部監査及び監査役監査、会計監査の状況 

内部監査は代表取締役社長直属の独立した部署である監査室（１名）を設置し、常勤監査役と緊

密な連携を取りながら、毎年、年次監査計画を策定後順次実施し問題点を改善しております。 

監査役監査は監査役会にて実施しております。監査役会は会計監査人より監査報告（中間、期

末）を受けております。 

会計監査人はあずさ監査法人であり、監査契約に基づき会計監査を受けております。 

 
(注)１ 継続監査年数については、全員７年以内であるため、記載を省略しております。 

  ２ 監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士３名、会計士補４名、その他１名です。 

  

⑤ 社外取締役及び社外監査役との関係 

社外取締役の榊原三郎氏は当社株式の8.8％を所有する大株主であります。 

その他該当事項はありません。 

  

社外取締役：榊原 三郎（当社大株主、持株比率8.8％） 

      岡富 剛 （株式会社東芝顧問） 

社外監査役：今西 正 （常勤） 

      梅田 敬 （非常勤） 

      吉田 安夫（非常勤） 

  

 (3) 役員報酬及び監査報酬 

当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬、並びに監査法人に対する監査報酬

は以下のとおりであります。 

  

 
  

  

業務を執行した公認会計士の氏名等 所属する監査法人名

指定社員 沖  恒弘
あずさ監査法人

業務執行社員 高田 重幸

役員報酬：

取締役に支払った報酬 76,500千円 （うち社外取締役 16,200千円）

監査役に支払った報酬 10,200千円 （うち社外監査役 10,200千円）

監査報酬：

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬 11,500千円

上記以外の報酬 ─ 千円



第５ 【経理の状況】 

１ 財務諸表の作成方法について 

当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59

号。以下「財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前事業年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)については、「財務諸表の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第

２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

また、前事業年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日まで)は、改正前の財務諸表等規則に基づ

き、当事業年度(平成17年10月１日から平成18年９月30日まで)は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度(平成16年10月１日から平成17年９月30日

まで)及び当事業年度(平成17年10月１日から平成18年９月30日まで)の財務諸表について、あずさ監査法

人により監査を受けております。 

  

３ 連結財務諸表について 

当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 

  



１【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

該当事項はありません。 

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



２【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 

 
  

前事業年度
(平成17年９月30日)

当事業年度 
(平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部)

Ⅰ 流動資産

 １ 現金及び預金 635,660 1,196,358

 ２ 受取手形 19,518 8,203

 ３ 売掛金 860,373 1,129,957

 ４ 商品 1,038,780 415,929

 ５ 前渡金 864,807 831,603

 ６ 前払費用 7,397 31,696

 ７ 繰延税金資産 19,111 ―

 ８ その他 17,412 32,271

   貸倒引当金 △4,457 △5,804

   流動資産合計 3,458,605 81.4 3,640,215 83.5

Ⅱ 固定資産

 １ 有形固定資産

  (1) 建物 10,246 16,036

    減価償却累計額 6,036 4,209 7,222 8,814

  (2) 車両運搬具 ― 2,151

    減価償却累計額 ― ― 57 2,094

  (3) 工具器具及び備品 12,814 16,114

    減価償却累計額 8,586 4,228 10,658 5,455

   有形固定資産合計 8,437 0.2 16,364 0.4

 ２ 無形固定資産

  (1) ソフトウエア 2,530 703

  (2) 電話加入権 2,079 2,079

   無形固定資産合計 4,610 0.1 2,783 0.0

 ３ 投資その他の資産

  (1) 投資有価証券 594,146 618,447

  (2) 関係会社株式 29,400 29,400

  (3) 長期貸付金 2,990 2,860

  (4) 固定化営業債権 ※４ 133,986 130,798

  (5) 繰延税金資産 58,254 ―

  (6) 差入保証金 49,296 51,729

  (7) 保険積立金 13,312 ―

   貸倒引当金 △106,590 △133,229

   投資その他の資産合計 774,796 18.3 700,005 16.1

   固定資産合計 787,844 18.6 719,153 16.5

   資産合計 4,246,450 100.0 4,359,368 100.0



前事業年度
(平成17年９月30日)

当事業年度 
(平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部)

Ⅰ 流動負債

 １ 買掛金 424,762 403,731

 ２ 短期借入金 ― 600,000

 ３ 一年以内償還予定社債 340,000 40,000

 ４ 一年内返済予定 
   長期借入金

44,000 224,000

 ５ 未払金 14,839 11,274

 ６ 未払費用 15,513 31,332

 ７ 未払法人税等 25,429 ―

 ８ 未払消費税等 ― 48,829

 ９ 繰延税金負債 ― 6,671

 10 前受金 54,423 113,187

 11 預り金 4,705 8,426

 12 独占販売権契約解約 
   損失引当金

― 377,420

 13 新株引受権 333 ―

 14 その他 13,332 1,639

   流動負債合計 937,340 22.0 1,866,512 42.8

Ⅱ 固定負債

 １ 社債 240,000 200,000

 ２ 長期借入金 234,000 850,000

 ３ 繰延税金負債 ― 50,620

 ４ 退職給付引当金 525 364

   固定負債合計 474,525 11.2 1,100,984 25.3

   負債合計 1,411,865 33.2 2,967,497 68.1

(資本の部)

Ⅰ 資本金 ※１ 944,892 22.3 ― ―

Ⅱ 資本剰余金

 １ 資本準備金 1,133,504 ―

 ２ その他資本剰余金

  (1)自己株式処分差益 29,820 29,820 ― ―

   資本剰余金合計 1,163,324 27.4 ― ―

Ⅲ 利益剰余金

 １ 利益準備金 15,100 ―

 ２ 任意積立金

  (1)特別償却準備金 5,506 ―

  (2)別途積立金 1,000 6,506 ― ―

 ３ 当期未処分利益 664,406 ―

   利益剰余金合計 686,012 16.2 ― ―

Ⅳ その他有価証券評価差額金 ※３ 40,617 0.9 ― ―

Ⅴ 自己株式 ※２ △263 △0.0 ― ―

   資本合計 2,834,584 66.8 ― ―

   負債資本合計 4,246,450 100.0 ― ―



前事業年度
(平成17年９月30日)

当事業年度 
(平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部)

Ⅰ 株主資本

 １ 資本金 ― ─ 946,100 21.7

 ２ 資本剰余金

  (1) 資本準備金 ― 1,134,762

  (2) その他資本剰余金 ― 29,820

    資本剰余金合計 ― ─ 1,164,582 26.7

 ３ 利益剰余金

  (1) 利益準備金 ― 15,100

  (2) その他利益剰余金

    別途積立金 ― 1,000

    繰越利益剰余金 ― △714,091

    利益剰余金合計 ― ─ △697,991 △16.0

 ４ 自己株式 ― ─ △104,598 △2.4

   株主資本合計 ― ─ 1,308,093 30.0

Ⅱ 評価・換算差額等

 １ その他有価証券評価 
   差額金

― ─ 73,784 1.7

 ２ 繰延ヘッジ損益 ― ─ 9,723 0.2

   評価・換算差額等合計 ― ─ 83,508 1.9

Ⅲ 新株予約権 ― ─ 269 0.0

   純資産合計 ― ─ 1,391,871 31.9

   負債純資産合計 ― ─ 4,359,368 100.0



② 【損益計算書】 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年10月１日
 至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ 売上高 3,956,210 100.0 3,315,180 100.0

Ⅱ 売上原価

 １ 商品期首たな卸高 222,047 1,038,780

 ２ 当期商品仕入高 3,623,758 2,129,820

       合計 3,845,806 3,168,601

 ３ 他勘定振替高 ※２ 1,099 567,573

 ４ 商品期末たな卸高 1,038,780 2,805,926 70.9 415,929 2,185,099 65.9

   売上総利益 1,150,283 29.1 1,130,081 34.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１

 １ 広告宣伝費 27,288 23,237

 ２ 役員報酬 79,450 86,700

 ３ 給与手当 446,873 396,352

 ４ 法定福利費 54,804 52,461

 ５ 旅費交通費 50,079 51,191

 ６ 減価償却費 5,292 5,142

 ７ 研究開発費 41,295 47,204

 ８ 地代家賃 62,962 67,577

 ９ 賃借料 33,538 27,465

 10 貸倒引当金繰入額 ― 29,174

 11 その他 259,862 1,061,447 26.9 249,544 1,036,052 31.3

   営業利益 88,836 2.2 94,028 2.8

Ⅳ 営業外収益

 １ 受取利息 14 21

 ２ 有価証券利息 22,936 22,184

 ３ 為替差益 ― 728

 ４ その他 3,709 26,660 0.7 1,268 24,201 0.8

Ⅴ 営業外費用

 １ 支払利息 9,823 13,946

 ２ 為替差損 6,287 ―

 ３ 社債発行費 3,650 ―

 ４ 新株発行費 3,563 ―

 ５ 株式交付費 ― 337

 ６ 営業外支払手数料 ― 4,064

 ７ その他 16,850 40,174 1.0 14,753 33,102 1.0

   経常利益 75,321 1.9 85,127 2.6



前事業年度
(自 平成16年10月１日
 至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

区分
注記 
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅵ 特別利益

 １ 貸倒引当金戻入益 3,053 ―

 ２ 保険解約返戻金 ― 12,476

 ３ 債務整理益 ― 3,053 0.1 20,419 32,895 1.0

Ⅶ 特別損失

 １ 商品評価損 ※３ ― 558,485

 ２ 投資有価証券評価損 ― 49,351

 ３ 独占販売権契約解約損 ※４ ― 699,847

 ４ 過年度消費税等 ― ― ― 3,052 1,310,736 39.6

  税引前当期純利益又は 
    税引前当期純損失（△）

78,374 2.0 △1,192,712 △36.0

  法人税、住民税及び事業税 22,392 4,730

  過年度法人税等 ― 37,556

  法人税等調整額 16,821 39,213 1.0 105,231 147,517 4.4

  当期純利益又は 
  当期純損失（△）

39,161 1.0 △1,340,230 △40.4

  前期繰越利益 625,245 ―

  当期未処分利益 664,406 ―



③ 【株主資本等変動計算書】 

当事業年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

  

 
  

 
  

株主資本

資本金
資本剰余金

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計

平成17年９月30日残高(千円) 944,892 1,133,504 29,820 1,163,324

事業年度中の変動額

 新株の発行 1,207 1,257 ― 1,257

 剰余金の配当 ― ― ― ―

 特別償却準備金の取崩 ― ― ― ―

 当期純損失 ― ― ― ―

 自己株式の取得 ― ― ― ―

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) 1,207 1,257 ― 1,257

平成18年９月30日残高(千円) 946,100 1,134,762 29,820 1,164,582

株主資本

利益剰余金

自己株式 株主資本合計
利益準備金

その他利益剰余金

利益剰余金合計特別償却
別途積立金

繰越利益
準備金 剰余金

平成17年９月30日残高(千円) 15,100 5,506 1,000 664,406 686,012 △263 2,793,967

事業年度中の変動額

 新株の発行 ― ―   ― ― ― ― 2,465

 剰余金の配当 ― ―      ― △43,773 △43,773 ― △43,773

 特別償却準備金の取崩 ― △5,506      ― 5,506 ― ― ─

 当期純損失 ― ―      ― △1,340,230 △1,340,230 ― △1,340,230

 自己株式の取得 ― ―      ― ― ― △104,335 △104,335

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額（純額）

― ―      ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計(千円) ― △5,506      ― △1,378,498 △1,384,004 △104,335 △1,485,873

平成18年９月30日残高(千円) 15,100 ― 1,000 △714,091 △697,991 △104,598 1,308,093

評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
その他有価証券 
評価差額金

繰延ヘッジ損益
評価・換算
差額等合計

平成17年９月30日残高(千円) 40,617 ― 40,617 333 2,834,918

事業年度中の変動額

 新株の発行 ― ― ― ― 2,465

 剰余金の配当 ― ― ― ― △43,773

 特別償却準備金の取崩 ― ― ― ― ―

 当期純損失 ― ― ― ― △1,340,230

 自己株式の取得 ― ― ― ― △104,335

 株主資本以外の項目の 
 事業年度中の変動額(純額)

33,166 9,723 42,890 △63 42,826

事業年度中の変動額合計(千円) 33,166 9,723 42,890 △63 △1,443,046

平成18年９月30日残高(千円) 73,784 9,723 83,508 269 1,391,871



④ 【キャッシュ・フロー計算書】 
  

 
  

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

区分
注記
番号

金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
  １ 税引前当期純利益 
   （△は税引前当期純損失）

78,374 △1,192,712

  ２ 減価償却費 5,292 5,142

  ３ 貸倒引当金の増減額(△減少額) △3,053 29,174

  ４ 退職給付引当金の増減額(△減少額) 258 △160

  ５ 受取利息及び受取配当金 △14 △21

  ６ 有価証券利息 △22,936 △22,184

  ７ 支払利息 9,823 13,946

  ８ 商品評価損 ― 558,485

  ９ 投資有価証券評価損 ― 49,351

  10 独占販売権契約解約損 ― 699,847

  11 売上債権の増減額（△増加額） 964,763 △256,268

  12 たな卸資産の増減額（△増加額） △816,733 64,366

  13 仕入債務の増減額(△減少額) 38,858 △21,031

  14 未払消費税等の増減額(△減少額) △59,540 51,951

  15 未払金の増減額(△減少額) 5,118 △3,565

  16 前渡金の増加額 △353,924 △289,222

  17 前受金の増減額(△減少額) △196,037 58,764

  18 立替金の増減額（△増加額） 1,741 △54

  19 為替金融資産の減少額 18,403 ―
  20 その他 19,521 △4,139

    小計 △310,083 △258,329

  21 利息及び配当金の受取額 23,412 22,229
  22 利息の支払額 △11,519 △17,117
  23 法人税等の支払額 △4,600 △68,611

 営業活動によるキャッシュ・フロー △302,790 △321,829

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
  １ 有形固定資産の取得による支出 △2,462 △10,711

  ２ 無形固定資産の取得による支出 △284 ―

  ３ 投資有価証券の取得による支出 ― △19,000
  ４ 貸付金の回収による収入 30,010 130

 投資活動によるキャッシュ・フロー 27,262 △29,581

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
  １ 短期借入金の純増減額 △650,000 600,000

  ２ 長期借入れによる収入 300,000 900,000

  ３ 長期借入金の返済による支出 △22,000 △104,000

  ４ 社債発行による収入 296,350 ―

  ５ 社債の償還による支出 △20,000 △340,000

  ６ 株式発行による収入 3,924 2,415

  ７ 自己株式の取得による支出 △186 △104,335
  ８ 配当金の支払額 △43,129 △43,177

 財務活動によるキャッシュ・フロー △135,041 910,903

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 70 1,205

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(△減少額) △410,499 560,698

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 1,046,159 635,660

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 635,660 1,196,358



次へ 

⑤ 【利益処分計算書】 

  

 
（注）日付は株主総会承認年月日であります。 

前事業年度
(平成17年12月16日)

区分
注記 
番号

金額(千円)

Ⅰ 当期未処分利益 664,406

Ⅱ 任意積立金取崩額

 １ 特別償却準備金取崩額 5,506 5,506

合計 669,912

Ⅲ 利益処分額

 １ 配当金 43,773 43,773

Ⅳ 次期繰越利益 626,139



重要な会計方針 

  

 
  

項目
前事業年度

(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法

(1) その他有価証券

 時価のあるもの

 期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は、移動平均法によ

る。)

 時価のないもの

 移動平均法による原価法

(1) その他有価証券

 時価のあるもの

 期末日の市場価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は、移動平均法に

よる。)

 時価のないもの

同左

(2) 関連会社株式

 移動平均法による原価法

(2) 関連会社株式
同左

２ デリバティブ取引により

生じる正味の債権(及び

債務)の評価基準及び評

価方法

時価法 同左

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法

商品 

 移動平均法による原価法

商品

同左

４ 固定資産の減価償却の方

法

(1) 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。

(1) 有形固定資産

同左

(2) 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 ただし、ソフトウエア(自社利用分)

については、社内における利用可能期

間(５年)に基づく均等償却をしており

ます。

(2) 無形固定資産

同左

５ 繰延資産の処理方法 (1)新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。

(1)株式交付費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。

(2)社債発行費 
 支出時に全額費用として処理してお
ります。

――――――――



 

 
  

  

項目
前事業年度

(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収不能見込額を勘案

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。

(1) 貸倒引当金

同左

(2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、期

末において発生していると認められる

額(期末要支給額)を計上しておりま

す。

(2) 退職給付引当金

同左

(3)独占販売権契約解約損失引当金 

 独占販売権の契約解約による損失に

備えるため、契約金額のうち期末時点

での未払金額を計上しております。

７ リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

同左

８ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理によっております。

(1) ヘッジ会計の方法

 繰延ヘッジ処理によっております。 

 金利スワップについては、特例処

理の要件を満たしておりますので、特

例処理を採用しております。

 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  (ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

  為替予約取引  外貨建予定取引

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

  (ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

  為替予約取引  外貨建予定取引

 金利スワップ 借入金の利息

(3) ヘッジ方針

 商品の輸入取引に係る為替相場の変

動リスクを軽減するため、実需の範囲

内で為替予約取引を利用しておりま

す。ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。

(3) ヘッジ方針

 商品の輸入取引に係る為替相場の変

動リスクを軽減するため、実需の範囲

内で為替予約取引を利用しておりま

す。ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。

 借入金の金利変動のリスクを回避す

る目的で金利スワップ取引を行ってお

り、ヘッジ対象の識別は個別契約毎に

行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

 為替予約のうちヘッジ対象とヘッジ

手段の重要な条件が同一であり、高い

相関関係があると考えられるものにつ

いては決算日における有効性の評価を

省略しております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

 為替予約のうちヘッジ対象とヘッジ

手段の重要な条件が同一であり、高い

相関関係があると考えられるものにつ

いては決算日における有効性の評価を

省略しております。

 金利スワップの特例処理の要件を満

たしているので決算日における有効性

の評価を省略しております。

９ キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

 手許現金、要求払預金及び取得日か

ら３か月以内に満期の到来する流動性

の高い、容易に換金可能であり、か

つ、価値の変動について僅少なリスク

しか負わない短期的な投資

同左

10 その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項

消費税等の処理方法 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

消費税等の処理方法

同左



 (会計方針の変更) 

 
  

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

__________________ （固定資産の減損に係る会計基準）  

 当事業年度から「固定資産の減損に係る会計基準」  

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第

６号）を適用しております。  

 これによる損益に与える影響はありません。  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

等）  

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９

日 企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基

準委員会 平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第

８号）を適用しております。  

 従来の資本の部の合計に相当する金額は1,381,878千

円 であります。  

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度にお

ける貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。



 (表示方法の変更) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

__________________ （損益計算書） 

 前事業年度までの「新株発行費」は、当事業年度より

「株式交付費」として表示しております。

前事業年度まで営業外費用の「その他」に含めて表示

しておりました「営業外支払手数料」は、当事業年度に

おいて金額的重要性が増加したため、区分掲記すること

としました。なお、前事業年度の「その他」に含まれて

いる「営業外支払手数料」の金額は、3,062千円であり

ます。



次へ 

 (追加情報) 

 
  

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

（事業税の外形標準課税制度） 

 「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が導

入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税にお

ける外形標準課税部分の損益計算書上の表示についての

実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基準委

員会 実務対応報告第12号）に従い、法人事業税のうち

付加価値割及び資本割部分については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

 この結果、販売費及び一般管理費が7,689千円増加し、

営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が7,689千円減

少しております。

__________________



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

 
  

(損益計算書関係) 

  

 
  

前事業年度 
(平成17年９月30日)

当事業年度
(平成18年９月30日)

※１ 会社が発行する株式の総数及び発行済株式総数

会社が発行する株式の総数 

発行済株式総数

普通株式51,200株

普通株式35,020株

※１       ────────

※２ 自己株式の保有数     普通株式  1.2株 ※２       ────────

※３ 配当制限

商法施行規則第124条第３号に規定する純資産額

は、40,617千円であります。

※３       ────────

※４ 固定化営業債権

   固定化営業債権は、財務諸表等規則第32条第１項

第10号の債権であります。

※４         同左

５ 当座貸越契約及び貸出コミットメントについて

 当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行２行とコミットメントライン（借入枠）の

設定契約を締結しております。       

 当期末におけるコミットメントラインに係る借

入金残高等は次のとおりであります。

 なお、これらの契約につきましては、各取引先

金融機関ごとに財務制限条項が付されておりま

す。

 

借入枠 1,000,000千円

借入残高 500,000千円

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費は、41,295千円

であります。

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費は、47,204千円

であります。

 

※２ 他勘定振替高の内訳

消耗品費 124千円

その他 975千円

 計 1,099千円

※２ 他勘定振替高の内訳

消耗品費 1,039千円

開発費 7,500千円

商品評価損 558,485千円

その他 548千円

計 567,573千円

※３ 商品評価損の内訳

 

防雷機器 460,083千円

衛星画像 98,402千円

計 558,485千円

※４ 独占販売権契約解約損は、衛星画像の代理店 

   契約締結時における前渡金と契約金額のうち 

   期末時点での未払金額を損失として計上して 

   おります。



(株主資本等変動計算書関係) 

当事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

新株引受権の行使による増加    49株 
  

２ 自己株式に関する事項 

   
（変動事由の概要） 

増加数の主な内訳は、次の通りであります。 

取締役会決議による自己株式の買受けによる増加    568株 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

 
(注) １ 目的となる株式の数は、権利行使可能数を記載しております。 

２ 目的となる株式の数の変動事由の概要 

  平成12年新株引受権の減少は、権利行使によるもの50.4株、失効によるもの14.4株であります。 
  
４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

 (2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

    該当事項はありません。 

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 35,020 49 ― 35,069

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1.2 568 ― 569.2

会社名 内訳
目的となる 
株式の種類

目的となる株式の数（株） 当事業 
年度末残高
（千円）

前事業
年度末

増加 減少
当事業 
年度末

提出会社 平成12年新株引受権 普通株式 338.4 ― 64.8 273.6 269

合計 338.4 ― 64.8 273.6 269

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成17年12月16日 
定時株主総会

普通株式 43,773 1,250 平成17年９月30日 平成17年12月19日



前へ   次へ 

(キャッシュ・フロー計算書関係) 

  
前事業年度

(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 635,660千円

預入期間が３か月を超える定期預金 ―

現金及び現金同等物 635,660千円

 
 

 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記さ

れている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 1,196,358千円

預入期間が３か月を超える定期預金 ―

現金及び現金同等物 1,196,358千円

 



前へ   次へ 

(リース取引関係) 

  
前事業年度

(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額
ソフト 
ウェア

取得価額 
相当額

88,614千円

減価償却 
累計額 
相当額

45,784千円

期末残高 
相当額

42,830千円

 

1.リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引

（借主側）

①リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額
工具器具
及び備品

ソフト
ウェア

合計

取得価額
相当額

8,948千円 92,509千円 101,457千円

減価償却
累計額 
相当額

2,008千円 64,562千円 66,571千円

期末残高
相当額

6,939千円 27,947千円 34,886千円

 

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 18,029千円

１年超 26,713千円

合計 44,743千円
 

②未経過リース料期末残高相当額

１年以内 22,295千円

１年超 14,290千円

合計 36,585千円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 25,325千円

減価償却費相当額 23,322千円

支払利息相当額 2,101千円

③支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額

支払リース料 22,020千円

減価償却費相当額 20,224千円

支払利息相当額 1,569千円

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

利息相当額の算定方法

・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。

④減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

減価償却費相当額の算定方法

同左

利息相当額の算定方法

同左

２ オペレーティング・リース取引

(借主側)

未経過リース料

１年以内 819千円

１年超  ― 千円

合計 819千円

２ オペレーティング・リース取引

(借主側)

未経過リース料

１年以内 819千円

１年超 ― 千円

合計 819千円



(有価証券関係) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  その他有価証券 

① 貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの 

（単位：千円） 

 
  

② 貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの 

（単位：千円） 

 
  

区分
前事業年度 

(平成17年９月30日)
当事業年度 

(平成18年９月30日)

取得原価
貸借対照表日 
における貸借 
対照表計上額

差額 取得原価
貸借対照表日 
における貸借 
対照表計上額

差額

① 株式 55,663 175,074 119,411 55,663 219,936 164,272

② 債券 ― ― ― ─ ─ ─

③ その他 ― ― ― ─ ─ ─

合計 55,663 175,074 119,411 55,663 219,936 164,272

区分
前事業年度 

(平成17年９月30日)
当事業年度 

(平成18年９月30日)

取得原価
貸借対照表日 
における貸借 
対照表計上額

差額 取得原価
貸借対照表日 
における貸借 
対照表計上額

差額

① 株式 ― ― ― ─ ─ ─

② 債券 400,000 349,072 △50,928 400,000 360,132 △39,868

③ その他 ― ― ― ─ ─ ─

合計 400,000 349,072 △50,928 400,000 360,132 △39,868



前へ   次へ 

２ 時価評価されていない有価証券 

  

 
（注）表中の「貸借対照表計上額」は減損処理後の帳簿価額であります。なお、当事業年度において減損処理を 

行い、投資有価証券評価損49,351千円を計上しております。 

  

３ その他有価証券のうち満期があるものの決算日後における償還予定額 

前事業年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日) 

  

 
  

当事業年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日) 

  

区分
前事業年度

(平成17年９月30日)
当事業年度 

(平成18年９月30日)

(1)関連会社株式 貸借対照表計上額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

①非上場株式 29,400 29,400

合計 29,400 29,400

(2)その他有価証券 貸借対照表計上額(千円) 貸借対照表計上額(千円)

①非上場株式 70,000 38,378

合計 70,000 38,378

区分
１年以内 
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超 
(千円)

① 債券

社債 ― ― ― 400,000

その他 ― ― ― ―

② その他 ― ― ― ―

合計 ― ― ― 400,000

区分
１年以内 
(千円)

１年超５年以内
(千円)

５年超10年以内
(千円)

10年超 
(千円)

① 債券

社債 ─ ─ ─ 400,000

その他 ─ ─ ─ ─

② その他 ─ ─ ─ ─

合計 ─ ─ ─ 400,000



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  
前事業年度

(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

(1) 取引の内容及び利用目的等

   当社は、通常の営業過程における輸入取引等の為

替相場の変動リスクを軽減するため、先物為替予約

取引を行っております。

(1) 取引の内容及び利用目的等

   当社は、通常の営業過程における輸入取引等の為

替相場の変動リスクを軽減するため、先物為替予約

取引を行っております。

   また、借入金金利の変動によるリスク回避と借入

金に係る調達コストの削減を目的として金利スワッ

プ取引を利用しております。 

 なお、先物為替予約取引、金利スワップ取引を利

用してヘッジ会計を行っております。

 ①ヘッジ手段とヘッジ対象

  (ヘッジ手段) (ヘッジ対象)

為替予約取引 外貨建予定取引

金利スワップ 借入金の利息

 ②ヘッジ方針

 商品の輸入取引に係る為替相場の変動リスクを軽減

する目的で為替予約取引を行い、また、借入金の金利

変動リスクを回避する目的で金利スワップ取引を行っ

ており、ヘッジ対象の識別は個別契約ごとに行ってお

ります。

 ③ヘッジの有効性評価の方法

  為替予約のうちヘッジ対象とヘッジ手段の重要な条

件が同一であり、高い相関関係があると考えられるも

のについては決算日における有効性の評価を省略して

おります。 

 金利スワップの特例処理の要件を満たしているので

決算日における有効性の評価を省略しております。

(2) 取引に対する取組方針

  当社の利用している通貨関連のデリバティブ取引

は、当社の実需の範囲で行っており、投機目的のもの

はありません。

(2) 取引に対する取組方針

  当社の利用している通貨関連のデリバティブ取引

は、当社の実需の範囲で行っており、投機目的のもの

はありません。

  金利関連のデリバティブ取引については、借入金の

範囲内で、金利スワップ取引を利用することとしてお

り、投機目的の取引及びレバレッジ効果の高いデリバ

ティブ取引は行わない方針であります。       



 
  

２ 取引の時価等に関する事項 

 
（注）１ 時価の算定方法 

為替予約取引・・・先物為替相場によっております。 

金利スワップ取引・・・金融機関から提示された価格によっております。     

   ２ 「外貨建取引等会計処理基準」により外貨建金銭債権債務等に振り当てたデリバティブ取引については、 

  注記の対象から除いております。 

前事業年度 

(自 平成16年10月１日 

至 平成17年９月30日)

当事業年度 

(自 平成17年10月１日 

至 平成18年９月30日)

(3) 取引に係るリスクの内容

  当社が利用している通貨先物為替予約は契約締結後

の為替相場の変動によるリスクを有しておりますが、

これらの取引は貸借対照表の外貨建仕入債務が本来保

有している為替相場の変動リスクを相殺することを目

的として締結しており、その効果により当社がさらさ

れている為替相場の変動リスクの絶対量は小さくなっ

ております。

  なお、当社のデリバティブ取引の契約先は、いずれ

も信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約

不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと

判断しております。

(3) 取引に係るリスクの内容

  当社が利用している通貨先物為替予約は契約締結後

の為替相場の変動によるリスクを有しておりますが、

これらの取引は貸借対照表の外貨建仕入債務が本来保

有している為替相場の変動リスクを相殺することを目

的として締結しており、その効果により当社がさらさ

れている為替相場の変動リスクの絶対量は小さくなっ

ております。

  また、借入金の変動金利を固定金利に変換する金利

スワップ取引は、市場金利の変動によるリスクを有し

ております。

  なお、当社のデリバティブ取引の契約先は、いずれ

も信用度の高い国内の銀行であるため、相手先の契約

不履行によるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと

判断しております。

(4) 取引に係るリスク管理体制

  通貨関連のデリバティブ取引の実行及び管理は、

「社内管理規程」に従い、財務グループが担当してお

ります。また、「社内管理規程」により、取引権限が

明示されております。さらに、取締役会において取引

限度額が設定されております。

(4) 取引に係るリスク管理体制

  通貨関連、金利関連のデリバティブ取引の実行及び

管理は、「社内管理規程」に従い、財務グループが担

当しております。また、「社内管理規程」により、取

引権限が明示されております。さらに、取締役会にお

いて取引限度額が設定されております。

(5) その他

  「取引の時価等に関する事項」における契約額又は

想定元本額は、この金額自体がデリバティブ取引に係

る市場リスク量を示すものではありません。

同 左

区
分

種類

前事業年度(平成17年９月30日現在) 当事業年度(平成18年９月30日現在)

契約額等
契約額等 
のうち 
１年超

 
 時価 評価損益 契約額等

契約額等
のうち 
１年超

 時価 評価損益

市 
場 
取 
引 
以 
外 
の 
取 
引

(通貨関連) 
為替予約取引

買建

 米ドル 62,147 ― 66,320 4,172 48,766 ― 49,875 1,109

ユーロ 401,578 ― 400,352 △1,225 244,067 ― 259,352 15,284

(金利関連) 
金利スワップ取引
 支払固定・ 
 受取変動

― ― ― ― 840,000 660,000 △10,176 △10,176

合計 463,726 ― 466,672 2,946 1,132,833 660,000 299,051 6,217



前へ   次へ 

(退職給付関係) 

  
前事業年度

(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

１ 採用している退職給付制度の概要

   当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度

を採用しております。

１ 採用している退職給付制度の概要

同左

 

２ 退職給付債務及びその内訳

 退職給付債務 525千円

  退職給付引当金 525千円

   当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を

採用しております。

 

２ 退職給付債務及びその内訳

 退職給付債務 364千円

  退職給付引当金 364千円

   当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を

採用しております。

 

３ 退職給付費用の内訳

 退職給付費用 9,568千円

   なお、当社は、退職給付費用の算定にあたり、簡

便法を採用しており、上記には中小企業退職金共済

制度に対する拠出額が9,310千円含まれておりま

す。

 

３ 退職給付費用の内訳

 退職給付費用 9,093千円

   なお、当社は、退職給付費用の算定にあたり、簡

便法を採用しており、上記には中小企業退職金共済

制度に対する拠出額が8,988千円含まれておりま

す。

４ 退職給付債務等の計算基礎

 当社は、簡便法を採用しておりますので、基礎率

等について記載しておりません。

４ 退職給付債務等の計算基礎

同左

 



(税効果会計関係) 

  

 
  

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

 

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

 (繰延税金資産)

①流動資産

貸倒引当金繰入限度超過額 1,813千円

商品在庫評価損否認 12,678千円

未払事業税否認 4,371千円

その他 247千円

②固定資産

貸倒引当金繰入限度超過額

投資有価証券評価損否認

43,371千円

40,689千円

その他 2,058千円

繰延税金負債（固定）との相殺 △27,865千円

繰延税金資産合計 77,365千円

(繰延税金負債)

その他有価証券評価差額金 27,865千円

繰延税金資産（固定）との相殺 △27,865千円

計 ― 千円

 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳

(繰延税金資産)

①流動資産

貸倒引当金繰入限度超過額 2,361千円

商品在庫評価損否認 260,705千円

独占販売権契約解約損失引当金 153,572千円

その他 6,714千円

②固定資産

貸倒引当金繰入限度超過額

投資有価証券評価損否認

55,292千円

53,149千円

その他 13,566千円

繰延税金資産小計 545,363千円

評価性引当額 △545,363千円

繰延税金資産合計 ― 千円

(繰延税金負債)

①流動負債

繰延ヘッジ損益 6,671千円

②固定負債

その他有価証券評価差額金 50,620千円

計 57,291千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.7％

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 3.8％

住民税均等割等 6.0％

その他 △0.5％

税効果会計適用後の法人税負担率 50.0％

 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

    当事業年度は、税引前当期純損失が計上されている

ため、注記を省略しております。



(ストック・オプション等関係) 

当事業年度（自 平成17年10月１日 至 平成18年９月30日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

 (1)ストック・オプションの内容 

 
（注）１ 株式数に換算して記載しております。 

      ２ 付与日以降、権利行使期間開始日の前日まで当社従業員の地位にあることを要する。 

  

 (2)ストック・オプションの規模及びその変動状況 

①ストック・オプションの数  

 
  

 ②単価情報   

平成13年 平成14年

ストック・オプション ストック・オプション

付与対象者の区分別人数 従業員 5名 従業員 3名

ストック・オプションの数
普通株式 20株 普通株式 12株

 （注）１

付与日 平成13年７月15日 平成14年７月15日

権利確定条件 （注）２ （注）２

対象勤務期間
平成13年７月15日 平成14年７月15日

平成15年６月30日 平成15年６月30日

権利行使期間
平成15年７月１日 平成16年７月１日

平成19年12月31日 平成20年12月31日

平成13年 平成14年

ストック・オプション ストック・オプション

権利確定前

前事業年度末残 ― ―

付与 ― ―

失効 ― ―

権利確定 ― ―

当事業年度末残 ― ―

権利確定後

前事業年度末残 24 12

権利確定 ― ―

権利行使 ― ―

失効 4 ―

当事業年度末残 20 12

平成13年 平成14年

ストック・オプション ストック・オプション

権利行使価格（円） 94,691 72,500

権利行使時の平均株価（円） ― ―



前へ 

(持分法損益等) 

  
前事業年度

(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

関連会社に対する投資金額 29,400千円

持分法を適用した場合の投資の金額 43,548千円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 9,093千円

関連会社に対する投資金額 29,400千円

持分法を適用した場合の投資の金額 73,382千円

持分法を適用した場合の投資利益の金額 29,833千円



【関連当事者との取引】 

前事業年度(自 平成16年10月１日 至 平成17年9月30日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

 
  

  ２ 子会社等 

 
（注）１ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 商品仕入及び商品売上については、一般仕入先及び一般売上先に対する取引条件と同様に決定しております。 

  

属 性
会社等の 

名  称
住所

資本金又 

は出資金 

(百万円)

事業の内容 

または職業

議決権 

の被所 

有割合

関係内容

取引の 

内 容

取 引 

金 額 

(千円)

科 目

期 末 

残 高 

(千円)

役員の 

兼任等

事業上 

の関係

 役 員

及 び

 そ の

 近親者

中平 雄水 ― ―
当  社 

取 締 役

直接 

0.6%
― ―

ストック 

・オプシ 

ョンの行使

2,070 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

上記のストック・オプション行使取引は、平成12年１月28日発行の第１回無担保新株引受権付社債の新株引受権の行使

によるものであります。なお、株数は21株（株式分割前）であり、行使価格は98,611円であります。

 今西  正 ― ―
当  社 

監 査 役

直接 

0.3%
― ―

ストック 

・オプシ 

ョンの行使

986 ― ―

取引条件及び取引条件の決定方針等

上記のストック・オプション行使取引は、平成12年１月28日発行の第１回無担保新株引受権付社債の新株引受権行使に

よるものであります。なお、株数は10株（株式分割前）であり、行使価格は、98,611円であります。

属 性
会社等 

の名称
住 所

資本金又は 

出 資 金 

(百万円)

事業の内容 

または職業

議決権 

の所有 

割 合

関係内容

取引の 

内 容

取 引 

金 額 

(千円)

科 目

期 末

残 高 

（千円）

役員の 

兼任等

事業上の

関係

関 連 

会 社

東京ス 

ポット 

イマー 

ジュ㈱

東京都 

新宿区
60

衛星画像 

等 販 売

直接 

49.0%

兼 任

役 員

1 名

商品の 

仕入及 

び販売

商品仕入 15,223 買掛金 1,367

売  上  25,364 売掛金 5,237



当事業年度(自 平成17年10月１日 至 平成18年9月30日) 

１ 役員及び個人主要株主等 

     該当事項はありません。 

  ２ 子会社等 

 
（注）１ 上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

  ２ 取引条件及び取引条件の決定方針等 

 商品仕入及び商品売上については、一般仕入先及び一般売上先に対する取引条件と同様に決定しております。 

  

属 性
会社等 

の名称
住 所

資本金又は 

出 資 金 

(百万円)

事業の内容 

または職業

議決権 

の所有 

割 合

関係内容

取引の 

内 容

取 引 

金 額 

(千円)

科 目

期 末

残 高 

（千円）

役員の 

兼任等

事業上の

関係

関 連 

会 社

東京ス 

ポット 

イマー 

ジュ㈱

東京都 

新宿区
60

衛星画像 

等 販 売

直接 

49.0%

兼 任

役 員

2 名

商品の 

仕入及 

び販売

商品仕入 57,968 買掛金 6,661

売  上 77,524 売掛金 ―



(１株当たり情報) 

  

 
(注) 算定上の基礎 

１ １株当たり純資産額 

 
  

２ １株当たり当期純利益又は当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益 

 
  

項目

前事業年度 当事業年度

(自 平成16年10月１日 (自 平成17年10月１日

至 平成17年９月30日) 至 平成18年９月30日)

１株当たり純資産額 80,944円66銭 40,336円29銭

１株当たり当期純利益 

 （△は当期純損失）
1,120円90銭 △38,787円68銭

潜在株式調整後１株当たり 

当期純利益

1,111円00銭

 なお、潜在株式調整後１株当たりの当期純利益

については、１株当たり当期純損失であるため記

載しておりません。

当社は、平成17年７月20日付で普通株式１株に

対し２株の割合で株式分割をしております。

前期首に当該株式分割が行われたと仮定した場

合の前事業年度における（１株当たり情報）の各

数値は以下のとおりであります。

１株当たり純資産額 80,288円51銭

１株当たり当期純利益 1,957円56銭

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益
1,934円34銭

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

貸借対照表の純資産の部の合計額(千円) ― 1,391,871

普通株式に係る純資産額(千円) ― 1,391,601

差額の主な内訳(千円) 

新株予約権 ―
 

269

普通株式の発行済株式数(株) ― 35,069

普通株式の自己株式数(株) ― 569

１株当たり純資産額の計算の算定に用いられた 

普通株式の数(株)
― 34,500

前事業年度
(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

損益計算書上の当期純利益 
（△は当期純損失）   (千円) 39,161 △1,340,230

普通株式に係る当期純利益 
（△は当期純損失）   (千円) 39,161 △1,340,230

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 34,937.18 34,553

当期純利益調整額(千円) ― ―

潜在株式調整後1株当たり当期純利益の算定に用い

られた普通株式増加数の主要な内訳(株) 

新株引受権 

新株予約権
303.42
  7.97

＿

普通株式増加数(株) 311.39 ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後1株当

たり当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式

の概要

＿＿＿＿＿＿＿ 第１回無担保新株引受権付社債

平成13年ストックオプション及び

平成14年ストックオプション 

（なお、概要は「新株予約権等の

状況」に記載のとおりでありま

す。）



(重要な後発事象) 

  
前事業年度

(自 平成16年10月１日
至 平成17年９月30日)

当事業年度
(自 平成17年10月１日
至 平成18年９月30日)

該当事項はありません。 
 
 

該当事項はありません。
 
 



⑥ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

 
  

【債券】 

 
  

銘柄 株式数(株)
貸借対照表計上額

(千円)

投資有 
価証券

その他 
有価証券

マクドナルドデットワイラーアンドアソシエイ
ツ社

55,000 219,936

株式会社ホスピタルネット 100 19,378

株式会社ドクターネット 100 19,000

株式会社ワールドスペクトラム 400 0

計 55,600 258,315

銘柄 券面総額(千円)
貸借対照表計上額

(千円)

投資有 
価証券

その他 
有価証券

欧州復興開発銀行ユーロ円建パワー・リバー
ス・デュアル・カレンシー債

100,000 85,692

オランダ治水金融公庫上限金利付・コラーブル
型パワーリバース債

300,000 274,440

計 400,000 360,132



【有形固定資産等明細表】 

  

 
(注) 当期増加額のうち主なものは、次のとおりであります。 

 
  

資産の種類
前期末残高 
(千円)

当期増加額 
(千円)

当期減少額
(千円)

当期末残高
(千円)

当期末減価
償却累計額
又は償却累
計額(千円)

当期償却額 
(千円)

差引当期末
残高(千円)

有形固定資産

 建物 10,246 5,790 ― 16,036 7,222 1,185 8,814

 車両運搬具 ― 2,151 ― 2,151 57 57 2,094

 工具器具及び備品 12,814 3,299 ― 16,114 10,658 2,072 5,455

有形固定資産計 23,060 11,241 ― 34,302 17,937 3,314 16,364

無形固定資産

 ソフトウエア 12,974 ― ― 12,974 12,271 1,827 703

 電話加入権 2,079 ― ― 2,079 ― ― 2,079

無形固定資産計 15,054 ― ― 15,054 12,271 1,827 2,783

長期前払費用 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

繰延資産

― ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

繰延資産計 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─

建物 本社ミーティングスペースの内装工事 5,790千円



【社債明細表】 

  

 
（注）１ 当期末残高欄の（ ）内の金額は、一年以内償還予定社債であります。 

   ２ 貸借対照表日後５年以内における１年ごとの償還予定額は以下のとおりであります。 

  

 
  

  

【借入金等明細表】 

  

 
 (注) 「平均利率」については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

  

 
  

【引当金明細表】 

  

 
  

  

銘柄 発行年月日
前期末残高 
(千円）

当期末残高
(千円）

利率
(％）

担保 償還期限

第1回無担保社債 平成15年6月26日 300,000 ─ ─ 無担保社債 平成18年6月26日

第2回無担保社債 平成17年2月18日 280,000
240,000
（40,000）

0.95 無担保社債 平成24年2月18日

合計 ― 580,000
240,000
（40,000）

― ― ―

１年以内 
(千円)

１年超２年以内
(千円)

２年超３年以内
(千円)

３年超４年以内
(千円)

４年超５年以内 
(千円)

40,000 40,000 40,000 40,000 40,000

区分
前期末残高 
(千円)

当期末残高
(千円)

平均利率
(％)

返済期限

短期借入金 ― 600,000 1.0 ―

１年内返済予定長期借入金 44,000 224,000 2.0 ―

長期借入金(１年内返済予定のも
のを除く。)

234,000 850,000 2.0
平成23年3月28日～ 
  平成24年1月27日

合計 278,000 1,674,000 ― ―

１年超２年以内 
（千円）

２年超３年以
内 (千円)

３年超４年以
内 (千円)

４年超５年以
内 (千円)

224,000 224,000 224,000 164,000

区分 
 

前期末残高 
(千円）

当期増加額
(千円）

当期減少額
（目的使用） 
(千円）

当期減少額
(その他） 
(千円）

当期末残高 
（千円）

貸倒引当金     111,047 29,175 1,187 ― 139,033

独占販売権契約 
解約損失引当金

― 377,420 ― ― 377,420



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 資産の部 

イ 現金及び預金 

  

 
  

ロ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

 
  

(ロ)期日別内訳 

  

 
  

区分 金額(千円)

現金 472

預金の種類

当座預金 686,782

普通預金 499,280

外貨預金 9,188

別段預金 634

計 1,195,885

合計 1,196,358

相手先 金額(千円)

株式会社石川製作所 3,499

日本光電東京株式会社 2,604

株式会社エルクコーポレーション 2,099

合計 8,203

期日別 金額(千円)

平成18年10月満期 6,103

平成18年11月満期 2,099

合計 8,203



ハ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 
  

 
  

(ロ)売掛金滞留状況 
  

 
(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記金額には消費税等を含めて記載しております。 

  

ニ 商品 

  

 
  

ホ 前渡金 
  

 
  

相手先 金額(千円)

株式会社ＮＴＴデータ 518,148

コニカミノルタメディカル株式会社 106,614

株式会社富士通ビジネスシステム 68,684

イメーション株式会社 56,567

ダイワボウ情報システム株式会社 40,593

その他 339,348

合計 1,129,957

期首残高(千円) 
 
(Ａ)

当期発生高(千円)
 
(Ｂ)

当期回収高(千円)
 
(Ｃ)

当期末残高(千円)
 
(Ｄ)

 

回収率(％)

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日)
(Ａ)＋(Ｄ)
２
(Ｂ)
365

860,373 2,989,845 2,720,262 1,129,957 70.65 121.49

区分 金額(千円)

医療画像事業 14,434

衛星画像事業 34,870

セキュリティ・ソリューション事業 366,623

合計 415,929

相手先 金額(千円)

スポットイマージュ社 402,741

エムディエイ ジオスペーシャル サービシズ社 266,952

アイコーエポック株式会社 152,496

その他 9,413

合計 831,603



ｂ 負債の部 

イ 買掛金 

  

 
  

ロ 前受金 

  

 
  

(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額(千円)

ユニアデックス株式会社 160,869

スポットイマージュ社 90,937

イービーエム テクノロジース社 21,700

エムディエイ ジオスペーシャル サービシズ社 30,077

マクドナルドデットワイラーアンドアソシエイツ社 14,508

その他 85,638

合計 403,731

相手先 金額(千円)

株式会社ＮＴＴデータ 73,829

その他 39,358

合計 113,187



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

 
(注) １ 「株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額」によります。 

２ 当社は旧商法第220条ノ２第１項に規定する端株原簿を作成しております。 

  

  

決算期 ９月末日

定時株主総会 営業年度末日の翌日から３ヶ月以内

基準日 ９月末日

株券の種類 １株券、10株券

中間配当基準日 ３月末日

１単元の株式数 ―

株式の名義書換え

  取扱場所
中央三井信託銀行株式会社 証券代行部事務センター
東京都杉並区和泉二丁目８番４号 

  株主名簿管理人 中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店・全国各支店

  名義書換手数料 無料

  新券交付手数料
不所持株券の交付、分割又は併合による再発行及び喪失又は毀損による再発行の場
合、株券１枚につき印紙税相当額に50円を加算した額

端株券の買取り

  取扱場所
中央三井信託銀行株式会社 証券代行部事務センター
東京都杉並区和泉二丁目８番４号 

  株主名簿管理人 中央三井信託銀行株式会社

  取次所
中央三井信託銀行株式会社 全国各支店
日本証券代行株式会社 本店・全国各支店

  買取手数料 有料(注)１

公告掲載方法
電子公告により行う。ただし、電子公告をすることができないやむを得ない事由が生
じた場合は、日本経済新聞に掲載する。  
公告掲載URL http://www.imageone.co.jp/ir/

株主に対する特典 なし



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

 親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第22期(自 平成16年10月１日 至 平成17年９月30日)平成17年12月19日関東財務局長に提

出 

(2) 半期報告書 

事業年度 第23期中(自 平成17年10月１日 至 平成18年３月31日)平成18年６月29日関東財務局長に

提出 

(3) 自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日)平成17年11月８日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日)平成17年12月６日関東財務局長に提出 

報告期間（自 平成17年12月１日 至 平成17年12月31日)平成18年１月10日関東財務局長に提出 

(4) 臨時報告書 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第12号の規定（提出会社の財政状態及び経営成績に著

しい影響を与える事象）に基づくもの 平成18年10月23日関東財務局長に提出 

  

  



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成17年12月16日

株式会社イメージ ワン 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社イメージ ワンの平成16年10月１日から平成17年９月30日までの第22期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表につ

いて監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社イメージ ワンの平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  沖     恒  弘  ㊞

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  高  田  重  幸  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。



独立監査人の監査報告書 
 

  

平成18年12月15日

株式会社イメージ ワン 

取締役会 御中 
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている株式会社イメージ ワンの平成17年10月１日から平成18年９月30日までの第23期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細

表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財

務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の

基準は、当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい

る。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監

査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て、株式会社イメージ ワンの平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

  

以 上 

 
  

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  沖     恒  弘  ㊞

指定社員 

業務執行社員
公認会計士  高  田  重  幸  ㊞

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が別途保管しております。
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